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１ 地球温暖化の現状  
  

 地球温暖化とは、大気中の温室効果

ガスが増加することにより、地表面の

温度が上昇し、気候変動が起こる現象

です。 

 

太陽放射により暖められた熱が宇

宙に放出されるとき、その一部を吸収

して温室のように地球を暖める性質

を持つ気体を温室効果ガスといい、代

表的な温室効果ガスとして二酸化炭

素（ＣＯ２）やメタン（ＣＨ４）が挙げ

られます。 

 

温暖化により、真夏日・猛暑日の増加

や降水と乾燥の極端化、海水温・海面水

位の上昇等の影響、昆虫の生息域の変化

等の生物への影響、食料生産等の経済・

社会システムへの影響が現れています。

今後、豪雨災害等の更なる頻発化・激甚化などが予測されており、こうした状況はもはや「気候

変動」ではなく、私たち人類や全ての生き物にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」とも言

われています。 

 

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）報告書  

① 第5次評価報告書 

平成26（2014）年にＩＰＣＣが公表した第5次評価報告書では、以下の内容が報告されまし

た。 

 1880年から2012年において世界平均地上気温は0.85℃上昇した。気候システムの温暖

化は疑う余地がなく、20世紀半ば以降に観測された温暖化の主な要因は、人間活動の可

能性が極めて高い。 

 気候変動は全ての大陸と海洋にわたり、自然及び人間社会に影響を与えており、温室効

果ガスの継続的な排出により、人々や生態系にとって深刻で広範囲にわたる不可逆的

な影響を生じる可能性が高まる。 

 将来、温室効果ガスの排出量がどのようなシナリオをとったとしても、世界の平均気温

は上昇し、21世紀末に向けて気候変動の影響のリスクが高くなる。（図1-1-2） 

 「適応」及び「緩和」は、気候変動のリスクを低減し管理するための相互補完的な戦略

※出典：全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ 

図 1-1-1 温室効果ガスと地球温暖化メカニズム 

第１章 計画の背景 



第１章 計画の背景 

- 4 - 

である。 

 現行を上回る追加的な緩和努力がないと、たとえ適応があったとしても、21世紀末まで

の温暖化が、深刻で広範にわたる不可逆的な影響を世界全体にもたらすリスクは、高い

レベルから非常に高い水準に達するだろう（確信度が高い）。 

※ RCP8.5は温室効果ガスの排出抑制に向けた追加的な努力を行わない場合のシナリオであり、

RCP2.6はパリ協定の2℃目標の達成に向けて厳しい緩和策を行うことにより、21世紀末に温室効果

ガスの排出量をほぼゼロにした場合のシナリオです。 

 

 

 

 

気候変動に対処し、生命・財産を将来にわたって守り、経済・社会の持続可能な発展を図る

ためには、温室効果ガスの排出削減等を図る緩和策に全力で取り組むとともに、現在生じてお

り、さらに今後長期にわたり拡大するおそれがある気候変動の影響に対して被害の回避・軽減

を図る適応策にも、多様な関係者の連携・協働の下、一丸となって取り組むことが重要です。 

 

 

 

※出典：令和3年版 環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省） 

図 1-1-2 世界平均地上気温の変化 
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 ② 「１．５℃特別報告書」 

平成30（2018）年にＩＰＣＣが公表した

「1.5℃特別報告書」では、1.5℃の気温上

昇に着目して、2℃の気温上昇との影響の

違いや、気温上昇を1.5℃に抑える排出経

路等について、以下の内容が報告されま

した。 

 健康、生計、食料安全保障、水供給、

人間の安全保障及び経済成長に対

する気候に関連するリスクは、

1.5℃の地球温暖化において増加

し、2℃においてはさらに増加する

と予測される。 

 地球温暖化は、現在の速度で進行

し続けると、令和12（2030）年から

令和34（2052）年の間に1.5℃に達

する可能性が高い。 

 地球温暖化を1.5℃に抑えるため

に、世界全体の年間のＣＯ２排出量

を、2030年までに平成22（2010）年

比で約45％削減し、令和32（2050）

年前後には、実質ゼロにしなけれ

ばならない。 

 

 

③ 「土地関係特別報告書」・「海洋・雪氷圏特別報告書」 

令和元（2019）年にＩＰＣＣが公表した気候変動と土地の関係性についての「土地関係特別

報告書」と、気候変動と海洋や雪氷圏との関係性についての「海洋・雪氷圏特別報告書」では、

以下の内容が報告されました。 

 気候変動は、土地に対して追加的なストレスを生み、人間や生態系に影響を与える。 

 食品ロス・廃棄対策は、より持続可能な土地管理、食料安全保障の強化及び低排出シナ

リオを可能にする。 

 気候変動の影響として、雪氷圏が広範囲に縮退し氷床及び氷河の質量が消失するとと

もに、積雪被覆並びに北極域の海氷の面積及び厚さの減少、永久凍土の温度上昇が見ら

れる。 

 世界平均海面水位の上昇が20世紀の約2.5倍の速度で進んでおり、これに氷床と氷河の

融解が大きく寄与している。 

 

 

④ 第 6 次評価報告書第 1 作業部会報告書 

令和3（2021）年にＩＰＣＣが公表した第6次評価報告書第1作業部会報告書（自然科学的根

拠）では、以下の内容が報告されました。 

表1-1-1 1.5℃と2℃の地球温暖化に関する主

な予測の比較 

※出典：令和2年版 環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省） 
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 人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。大気、

海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている。 

 世界平均気温は、本報告書で考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なくとも今世紀

半ばまでは上昇を続ける。向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガス

の排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に、地球温暖化は1.5℃及び2℃を超える。 

 気候システムの多くの変化は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大する。この気候シ

ステムの変化には、極端な高温、海洋熱波、大雨、いくつかの地域における農業及び生

態学的干ばつの頻度と強度、強い熱帯低気圧の割合、並びに北極域の海氷、積雪及び永

久凍土の縮小を含む。 

 自然科学的見地から、人為的な地球温暖化を特定のレベルに制限するにはＣＯ２の累積

排出量を制限し、少なくともＣＯ２正味ゼロ排出を達成し、他の温室効果ガスも大幅に

削減する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：環境省ホームページ 

（ＩＰＣＣ ＡＲ6/ＷＧ1報告書の政策決定者向け要約（ＳＰＭ）の概要 

（ヘッドライン・ステートメント）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

※出典：環境省ホームページ 

（ＩＰＣＣの概要や報告書で使用される表現等について） 

図 1-1-3 1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化 

表 1-1-2 主なシナリオの概要 
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２ 地球温暖化に関する取組み  
  

（１） 国際的な取組み 

 国連の下では、温室効果ガスの大気中濃度を自然の生態系や人類に危険な悪影響を及ぼさない

水準で安定化させることを究極の目標とする「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づき、

締約国会議（以下「ＣＯＰ」という。）が開催されています。 

 

平成27（2015）年に開催されたＣＯＰ21では、平成9（1997）年に開催されたＣＯＰ3で採択され

た京都議定書に代わるものとして、全ての国が参加する温室効果ガス排出削減等のための新たな

国際枠組みであるパリ協定が採択され、平成28（2016）年に発効しました。 

 

パリ協定においては、世界共通の長期目標として2℃目標の設定、世界の平均気温の上昇を工業

化以前よりも1.5℃高い水準までのものに抑える努力を追求することへの言及、全ての国が削減目

標を5年ごとに提出・更新すること、適応の長期目標の設定及び各国の適応計画プロセスと行動の

実施等が規定されています。 

 

その後、平成28（2016）年に開催されたＣＯＰ22では、パリ協定の実施指針を平成30（2018）年

までに策定することが決定されました。その後、平成29（2017）年に開催されたＣＯＰ23におい

て、実施指針のアウトラインがまとめられ、平成30（2018）年に開催されたＣＯＰ24において、全

ての国に共通に適用される実施指針が採択されました。 

 

令和元（2019）年に開催されたＣＯＰ25では、市場メカニズム（二国間クレジット制度等の取

扱い等）について完全には合意に至らず、令和3（2021）年に英国で開催されるＣＯＰ26で引き続

き議論することとされています。 

 

（２） 国内の取組み 

国は、京都議定書の採択を受け、平成10（1998）年に「地球温暖化対策の推進に関する法律」を

制定し、国、地方公共団体、事業者及び国民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠

組みを定めました。 

 

その後、ＣＯＰ21で採択されたパリ協定や、気候変動枠組条約事務局に提出した「日本の約束草

案」を踏まえ、平成28（2016）年に日本の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための

計画である「地球温暖化対策計画」を策定し、2030年度に2013年度比で温室効果ガス排出量を

26.0％削減する中期目標を掲げるとともに、長期的目標として2050年までに80％の削減をめざす

こととしました。 

 

令和元（2019）年6月には、パリ協定に基づく温室効果ガスの低排出型の経済・社会の発展のた

めの長期的な戦略として、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を策定し、今世紀後半

のできるだけ早期に脱炭素社会の実現をめざすことを長期的なビジョンとして掲げました。 

 

また、地球温暖化対策において、「緩和」策と「適応」策は車の両輪の関係にあることから、国
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内の適応策の法的位置づけを明確化するため、平成30（2018）年6月に「気候変動適応法」を制定

し、国、地方公共団体、事業者及び国民が連携・協力して適応策を推進するための法的仕組みを

整備しました。 

 

平成30（2018）年11月には、気候変動適応法に基づき、気候変動適応に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図る「気候変動適応計画」を策定し、各主体の役割や、あらゆる施策に適応を

組み込むことなど、「農業・林業・水産業」、「健康」等分野ごとの適応に関する取組みを網羅的

に示しています。 

 

こうしたなか、令和2（2020）年10月には、「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体として

ゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす」ことを宣言し、

同年11月には、国会において、「気候非常事態宣言」が採択されました。 

 

さらに、令和3(2021)年4月に開催された気候サミットで、「2030年度の温室効果ガス排出削減目

標について、2013年度比で46％削減をめざすとともに、さらに50％減の高みに向けて挑戦を続け

る」ことを宣言するなど、脱炭素化の動きが加速化しています。 

 

（３） 香川県の取組み 

平成18(2006)年には、地域レベルでの地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策の推進に

関する法律に基づき、「香川県地球温暖化対策推進計画」を策定し、県民、事業者、行政が、それ

ぞれの役割に応じて、地球環境の保全に資する行動をとることで、地球温暖化対策に取り組んで

きています。 

 

また、平成20（2008）年には、香川県公害防止条例を「香川県生活環境の保全に関する条例」（以

下「生活環境保全条例」という。）と改正し、事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスを排出す

る事業者を対象に、温暖化対策の計画書等の作成、提出、公表を義務付けることにより、地球温

暖化対策の推進を図っています。 

 

その後、平成23（2011）年には、第2次の「香川県地球温暖化対策推進計画」を策定し、平成28

（2016）年に策定した、計画期間を令和2（2020）年度までとする第3次の「香川県地球温暖化対策

推進計画」では、国が「地球温暖化対策計画」で示した温室効果ガス排出量削減の中期目標に即

して、令和2（2020）年度に平成24（2012）年度比で温室効果ガス排出量を12.2％削減するほか、

エネルギー消費量を4.6％削減することを目標に、省エネルギー行動の拡大や再生可能エネルギー

の導入促進など、各種施策を展開してきました。 

 

「適応」については、個別に取り組んでいた適応策を計画的かつ総合的に進めるため、平成29

（2017）年に、地域気候変動適応計画策定の方向性を定める「香川県気候変動適応方針」を策定

し、令和元（2019）年10月には、地域の気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理

及び提供等を行う拠点として、「香川県気候変動適応センター」を香川県環境保健研究センター内

に設置し、取組みを進めています。 

 

こうしたなか、令和3（2021）年2月、「現在の気候が危機的な状況であることを認識し、2050年

までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにする」ことを目標に掲げる表明を行いました。 
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１ 計画策定の趣旨 
 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤に関わる問

題と認識される最も重要な環境問題の一つであり、地球温暖化を引き起こす温室効果ガスの排出抑

制等のため、温室効果ガスの排出削減目標を定め、その達成に向け、県民・事業者・行政等がそれぞ

れの役割に応じて主体的に取り組むことが必要不可欠となっています。また、同時に、気候変動によ

って生じる新たな被害や大きな災害に備えるための適応策の推進も必要とされています。 

本計画は、温室効果ガスの排出削減等を図る「緩和」策と気候変動への影響に対応する「適応」策

を総合的かつ計画的に推進するために策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ・性格 
 

「香川県環境基本計画」の地球環境分野に関する個別計画、地球温暖化対策の推進に関する法律第

21条第3項の規定に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」であり、かつ、気候変動適応法第

12条の規定に基づく「地域気候変動適応計画」です。 
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地球温暖化 

対策の推進に 

関する法律 
香川県生活環境の

保全に関する条例 

香川県環境基本条例 

香川県地球温暖化対策推進計画 

（地球環境分野の計画） 

気候変動

適応法 

香川県総合計画 

（県政運営の基本指針） 

香川県環境基本計画 

（環境分野の基本計画） 

第 21条 第 91 条 第 12 条 
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３ 計画の期間等 
 

（１） 計画期間 

令和3（2021）年度から令和7（2025）年度までの5年間を計画期間とします。 

 

（２） 目標年度 

香川県総合計画及び香川県環境基本計画にあわせ、令和7（2025）年度を目標年度とします。 

 

４ 計画の対象とする温室効果ガス 
   

本計画の対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法律第2条第3項に規定する7

種類の温室効果ガスとします。 

・二酸化炭素（ＣＯ２） 

・メタン（ＣＨ４） 

・一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 

・ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣｓ） 

・パーフルオロカーボン（ＰＦＣｓ） 

・六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 

・三ふっ化窒素（ＮＦ３） 

 

５ 基本的な考え方 
 

 本計画では、本県が掲げる「2050 年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにすることをめざす」と

いう目標における、令和 7(2025)年度までの温室効果ガス排出量削減に向けた取組みを取りまとめま

す。 

具体的には、温室効果ガスの排出量を抑制する「緩和」策とともに、現在及び将来に生じる気候変

動の影響に対して被害を回避・軽減する「適応」策に取り組むことで、地球温暖化対策の推進を図り

ます。 

なお、本計画では、環境との関係が深いＳＤＧｓ(2015年国連サミットで採択された2030年までに

達成すべき国際社会全体の開発目標)や、今般の新型コロナウイルス感染症が社会に与えた影響や経

済回復に当たっての考え方(将来的に環境と成長の好循環が実現する社会をめざす)を十分に踏まえ

た取組みを進めます。 
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６ 本県の地域の状況 
 

（１） 自然的状況 

① 地勢 

本県は、四国の北東部に位置し、南に讃岐山脈が連なり、北に向かって開けた讃岐平野に

は、円錐型の里山や1万2千を超えるため池が点在しています。また北部は瀬戸内海に面して

おり、小豆島や直島など大小110余りの島々が多島美を形成しています。 

県土の面積は、約1,877k㎡と全国の都道府県のなかで最小であり、四国全体に占める面積

割合は約１割、国土に占める割合は0.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 気候 

気候は、温暖で雨が少なく、日照時間の長い典型的な瀬戸内式気候に属しており、年平均

気温は16℃前後です。台風などの自然災害は比較的少ない一方、河川の流路延長が短く、水

資源に恵まれていないことから、県内には満濃池をはじめ、多数のため池が点在しています。 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-1 月ごとの降水量・気温の平年値（1991～2020 年） 
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（２） 社会的状況 

① 人口・世帯 

本県の人口は、平成11(1999）年の約103万人をピークとして減少に転じ、令和元（2019）

年の人口は約96万人と、平成12（2000）年以来20年連続の減少となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、現状のままで何も対策を講じなければ、

今後、人口減少は加速度的に進み、令和22(2040)年の本県の総人口は81万人程度にまで減少

すると見込まれていますが、「かがわ人口ビジョン」（令和2年3月改訂版）では、令和42（2060）

年に人口約77万人を維持するという目標を掲げており、人口減少問題の克服と地域活力の向

上をめざし、幅広く人口減少対策を講じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口 （平成 30 年 3 月推計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-2 人口・世帯数の推移 

図 2-6-2 年齢 3 区分別人口の推移（香川県） 

※資料：かがわ人口ビジョン（令和 2 年 3 月改訂） 

図 2-6-2 年齢 3 区分別人口の推移 

実績(1960～2015) 

①国立社会保障・人口問題研究準拠 

②合計特殊出生率が上昇(2030 年に 1.8 程度、 

2040 年に 2.07 程度)した場合 

③合計特殊出生率が上昇(2030 年に 1.8 程度、 

2040 年に 2.07 程度)し、かつ、転入と転出 

(社会増減)が均衡した場合 

④合計特殊出生率が上昇(2030 年に 1.8 程度、 

2040 年に 2.07 程度)し、かつ、2024 年以降社会

増 1,000 人/年が継続する場合 
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② 県内総生産・経済成長率 

本県の平成30（2018）年度の県内総生産（名目）は、3兆8,551億円で、対前年度増加率（経

済成長率）は0.4％と5年連続でプラス成長となりましたが、足元では、新型コロナウイルス

感染症の影響が顕在化しています。 

 図 2-6-3 県内総生産・経済成長率の推移 

※資料：平成 30 年度香川県県民経済計算 

 

  ③ 再生可能エネルギーの導入状況 

本県の令和2（2020）年度末にお

ける再生可能エネルギー（太陽光・

風力・水力）の導入容量は、

821,852kW（経済産業省資源エネル 

ギー庁 固定価格買取制度ウェ 

ブサイト参考）であり、そのうち、 

太陽光発電が99％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 経済産業省資源エネルギー庁固定価格買取制度ウェブサイトより作成 

図2-6-4 固定価格買取制度に基づく本県の再生可能

エネルギー設備導入容量 

 (㎾) 

（年度） 
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７ 気候変動の影響及び将来予測 
 

 本県の将来の気候変動については、高松地方気象台において、四国地方の各気象台における平成 29

（2017）年までの観測結果とともに、ＩＰＣＣ第 5 次報告書で用いられた 4 つのＲＣＰ（代表的濃度

経路）シナリオのうち、最も温室効果ガスの排出の多いもの（ＲＣＰ8.5 シナリオ：現時点を超える

政策的な緩和策を行わないことを想定）に基づく 21 世紀末（2076～2095 年）の予測結果※が、「四

国地方の気候変動 2017」としてとりまとめられています。 

 ここでは、「四国地方の気候変動 2017」を参考に、本県の気候変動の将来予測をまとめました。 

 

※将来予測のシナリオはあくまでも仮定に基づくものであり、実際の温室効果ガス排出量や大気

中の温室効果ガス濃度は今後の社会・経済の動向に大きく左右される。（気象庁「地球温暖化予測

情報第9巻」より） 

 

（１） 気温の長期変化及び将来予測 

 

高松の年平均気温は、長期的に上昇しており、50年あたり1.8℃の割合で上昇しています。高松で

は、地球温暖化の影響に加えて、観測所が都市部にあることによるヒートアイランドの影響があり、

気温の上昇幅が日本平均（100年あたり1.26℃の割合で上昇）より大きくなっている状況です。 

将来の気温変化としては、21世紀末の気温の変化予測では、20世紀末に比べて年平均で4.1℃上昇

し、季節によっては3.6℃～4.4℃程度の上昇が予測されています。季節別では、秋と冬の上昇が最も

大きくなることが予測されています。 

 

 

  

図 2-7-2 平均気温の将来予測（香川県） 

※出典：高松地方気象台 

図 2-7-1 高松における平均気温の推移 

※出典：高松地方気象台 
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（２） 猛暑日、真夏日、熱帯夜及び冬日の年間日数の長期変化及び将来予測 

 

猛暑日日数、真夏日日数及び熱帯夜日数は増加し、冬日日数は減少しています。 

将来の気候変化予測では、20 世紀末と比較して 21 世紀末では、猛暑日、真夏日、熱帯夜日数の増

加が予測されており、高松の猛暑日は、年間で 50 日程度増加し約 60 日となり、熱帯夜は 70 日程度

増加し約 90 日になるとされています。また、冬日は大幅に減少すると予測されています。 

 

図 2-7-3 高松における猛暑日・真夏日・熱帯夜・冬日の年間日数の推移 

     （ａ）猛暑日（日最高気温 35℃以上）     （ｂ）真夏日（日最高気温 30℃以上） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｃ）熱帯夜（日最低気温 25℃以上）      (ｄ）冬日（日最低気温 0℃未満） 
 
 

 
 

 

 

 

 

※ いずれのグラフも、期間は 1942～2020 年。棒グラフは年間日数、直線は長期変化傾向を示す。 

 

 

 図 2-7-4 年間日数（夏日・真夏日・猛暑日・熱帯夜・冬日）の変化（高松市） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※出典：高松地方気象台 

※出典：高松地方気象台 

 
※Ｉ(年々変動の幅）・・・毎年のばらつきの程度を示す。 
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（３） 降水量の長期変化及び将来予測 

 

高松の年降水量は、はっきりとした長期的な変化傾向は見られないものの、直近10年間の短時間強

雨（1時間あたり降水量30mm以上：バケツをひっくり返したように降る雨）の平均年間発生回数は、

統計開始当初の10年間と比較して約1.4倍に増加しており、雨の降る日数は減少傾向（無降水日数は

増加傾向）にあります。 

図 2-7-5 高松の年降水量の推移（期間：1942～2020年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
将来の降水量の変化予測としては、21世紀末の年降水量の変化予測は、ほぼ全国的に有意な傾向が

見られません。しかし、1地点あたりの短時間強雨の年間発生回数は2倍以上になり、1地点あたりの

年間無降水日数は約10日増加するなど、降水現象がより極端化する予測が示されています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2-7-8 香川県の短時間強雨の年間発生回数の変化 
※1時間降水量50mm以上 

※出典：高松地方気象台 

 

図 2-7-6 香川県の短時間強雨の年間発生回数の  

推移（期間：1979～2020年） 

※短時間強雨：1時間降水量30㎜以上 

図 2-7-7 高松の年間無降水日数の推移 

   （期間：1942～2020年） 

※出典：高松地方気象台 

 

※出典：高松地方気象台 

 

図 2-7-9 香川県の年間無降水日数の変化 

※出典：高松地方気象台 

 
※出典：高松地方気象台 

 20世紀末の平均日数を0としたときの変化量を表す。 
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１ 温室効果ガス排出量 

 

 本県の平成29（2017）年度における温室効果ガス排出量は10,685千t-CO2であり、平成25（2013）年

度より15.8％減少しています。 

また、温室効果ガス排出量のうち、二酸化炭素（ＣＯ２）が93.5％を占めています。 

平成25（2013）年度と比べて排出量が減少した要因としては、冷媒分野におけるフロンからの代替

に伴い、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣＳ）の排出量が増加した一方で、省エネ等によるエネル

ギー消費量の減少や、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入拡大等により電力排出係数が改

善したことなどが挙げられます。 

 

図 3-1-1 温室効果ガス排出量の推移 

※代替ﾌﾛﾝ等４ｶﾞｽ：ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ (HFCS)、ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ (PFCS)、六ふっ化硫黄(SF6)、三ふっ化窒素(NF3) 
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表 3-1-1 温室効果ガス排出量 

 
単位：千 t-CO2 

H25 H26 H27 H28 H29

(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) H25年度比 シェア

二酸化炭素 12,066 11,084 10,702 9,997 10,091 -16.4% 93.5%
産業部門 4,658 4,410 4,342 4,086 4,170 -10.5% 38.6%
業務部門 2,028 1,781 1,835 1,673 1,522 -25.0% 14.1%
家庭部門 2,548 2,156 1,863 1,644 1,764 -30.8% 16.3%
運輸部門 2,465 2,394 2,345 2,318 2,346 -4.8% 21.7%
エネルギー転換部門 102 102 80 84 75 -26.4% 0.7%
工業プロセス分野 2 2 2 2 2 2.0% 0.0%
廃棄物分野 263 239 235 189 212 -19.4% 2.0%

154 151 147 145 143 -7.3% 1.3%
163 158 166 155 159 -2.4% 1.5%
317 335 356 388 402 26.8% 3.7%

12,700 11,729 11,370 10,684 10,795 -15.0% 100%
-10 -188 -148 -110 -110 1,057.8%

12,691 11,541 11,222 10,574 10,685 -15.8%

代替フロン等４ガス

合計

一酸化二窒素

メタン

森林によるCO₂吸収量

合計（森林吸収量差引後）
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（参考） 温室効果ガス排出量（森林吸収量差引後）と電力排出係数の推移 

 

電力排出係数：四国電力株式会社の基礎排出係数  
 
 

 

電力排出係数について 

 

電力排出係数とは、電気事業者が1kWh

発電する際に排出するＣＯ２排出量をい

います。 

 

太陽光や風力、原子力、地熱、水力で

は発電する際にＣＯ２は発生しません

が、火力発電（石炭、石油、ＬＮＧ）で

はＣＯ２が発生し、特に石炭を使用した

火力発電で多くなっています。 
 

※出典：資源エネルギー庁ホームページ 
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２ 二酸化炭素（ＣＯ２）排出量 
 

  本県の平成29（2017）年度におけるＣＯ２排出量は、10,091千t-CO2であり、平成25（2013）年度比

で15.0％減少しています。 

ＣＯ２排出量を部門別にみると、産業部門4,170千トン（構成比41％）、業務部門1,522千トン（同

15％）、家庭部門1,764千トン（同18％）、運輸部門2,346千トン（同23％）等となっています。 

 

図 3-2-1 ＣＯ２排出量の推移（部門別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※エネルギー起源ＣＯ２  ：産業部門、業務部門、家庭部門、運輸部門、エネルギー転換部門 

非エネルギー起源ＣＯ２：工業プロセス部門、廃棄物部門 
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（１） 産業部門 

産業部門のＣＯ２排出量は平成25（2013）年度以降減少傾向にあり、平成29（2017）年度は4,170千

t-CO2と、平成25（2013）年度と比較して10.5％減少しています。 

産業部門全体の約91％を占める製造業において、製造品出荷額は増加傾向にありますが、省エネ等

によりエネルギー消費量が減少したことや、電力排出係数の改善により減少したと考えられます。 

 

図 3-2-2 産業部門のＣＯ２排出量の推移 

 

 図 3-2-3 産業部門（製造業）のＣＯ２排出量、製造品出荷額等の推移 (平成 25年度比) 

＊エネ消費原単位：製造品出荷額に対するエネルギー消費量（エネルギー消費量/製造品出荷額） 

※工業統計調査（経済産業省）より作成 
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（２） 業務部門 

 

業務部門のＣＯ２排出量は、電力排出係数の大幅な改善により、平成25（2013）年度以降減少傾向

にあるものの、エネルギー消費原単位は増減を繰り返しています。 

燃料種別の内訳を見ると、平成29（2017）年度は、電力消費に伴うものがＣＯ２排出量の約78％を

占めています。 

 

図 3-2-4 業務部門のＣＯ２排出量の推移 

 

    図 3-2-5 業務部門のＣＯ２排出量と延床面積の推移（平成 25 年度比） 

＊エネ消費原単位：延床面積に対するエネルギー消費量（エネルギー消費量/延床面積） 

 ※固定資産の価格等の概要調書(総務省)より作成 
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（３） 家庭部門 

家庭部門のＣＯ２排出量は、電力排出係数の大幅な改善により、平成25（2013）年度以降減少傾向

にあり、平成29（2017）年度には1,764千t-CO2と、平成25（2013）年度比で30.8％減少しています。 

燃料種別の内訳を見ると、平成29（2017）年度は、電力消費に伴うものがＣＯ２排出量の約77％を

占めています。 

 

図 3-2-6 家庭部門のＣＯ２排出量の推移 

 

図 3-2-7 家庭部門のＣＯ２排出量、人口及び世帯数の推移（平成 25年度比） 

 
＊エネ消費原単位：人口に対するエネルギー消費量（エネルギー消費量/人口） 

※香川県統計年鑑(香川県)より作成 
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（４） 運輸部門 

運輸部門のＣＯ２排出量は、平成25（2013）年度以降減少傾向にあり、平成29（2017）年度に

は2,346千t-CO2と、平成25（2013）年度比で4.8％減少しています。 

運輸部門全体の約78％を占めている自動車では、旅客自動車走行量は増加傾向にあるものの、

貨物自動車走行量の減少等によりＣＯ２排出量は緩やかな減少傾向になっていると考えられま

す。 

図 3-2-8 運輸部門のＣＯ２排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-9 運輸部門における自動車のＣＯ２排出量及び自動車走行量の推移(平成 25 年度比) 

 
＊ＣＯ２排出係数：エネルギー消費量に対するＣＯ２排出量（ＣＯ２排出量/エネルギー消費量） 

※自動車燃料消費量調査(国土交通省)より作成 
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（５） 廃棄物部門 

廃棄物部門の平成29（2017）年度におけるＣＯ２排出量は212千t-CO2であり、平成25（2013）年度

比で19.4％減少しています。内訳を見ると、一般廃棄物からの排出量が53％、産業廃棄物からの排出

量が47％を占めています。 

一般廃棄物からの排出量は、平成26（2014）年度から平成29（2017）年度頃にかけて、焼却対象量

の減少に伴い微減傾向となっています。 

産業廃棄物からの排出量は、事業活動に伴って発生・排出されることから、景気動向に左右される

傾向があります。 

 

図 3-2-10 廃棄物部門のＣＯ２排出量の推移 
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３ ＣＯ２以外の温室効果ガス排出量 
 

 メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）などＣＯ２以外の温室効果ガス排出量は704千t-CO2 

であり、平成25（2013）年度比で11.0％増加しています。 

化学肥料・化学合成農薬の使用低減等により、ＣＨ４、Ｎ２Ｏの排出量は減少傾向にありますが、代

替フロン等4ガス（ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣＳ）、パーフルオロカーボン（ＰＦＣＳ）、六

ふっ化硫黄（ＳＦ６）、三ふっ化窒素（ＮＦ３））のうちＨＦＣｓは、フロンからの代替が進んでいる

ため、冷凍空調機器稼働時の排出量増加等により近年増加傾向にあります。 

 

図 3-3-1 ＣＯ２以外の温室効果ガス排出量の推移 
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１ 計画の基本目標と将来像 
  

 香川県地球温暖化対策推進計画は、香川県環境基本計画の個別計画であり、環境基本計画の定める

地球環境分野の基本目標を本計画の基本目標としています。 

 

 
    脱炭素社会の実現に向けて地域とともに取り組む地球環境の保全 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

将来像 

《 計画の基本目標 》 

第４章 計画の目標 

 

脱炭素に向けたライフスタイルやワークスタイルの転換により、日常生活や事業活動

におけるさまざまな場面において、ソフト面（意識・行動など）だけでなく、ハード

面（施設・設備など）においても、省エネルギー化が定着するなど、社会全体として、

脱炭素の取組みが進んでいます。 

 
太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーや水素など新エネルギーが、地域と共生

した形で導入され、エネルギーの自家消費や地産地消が広く普及するとともに、地域

新電力など地域企業が中心となったエネルギー関連産業が振興し、地域の活性化につ

ながっています。 

 
気候変動の影響による被害を回避・軽減する「適応」の考え方に対する県民や事業者

の理解が進み、それぞれの日常生活や事業活動の中で、気候変動を意識し、リスクを

踏まえた行動をとることで、地域のレジリエンス（災害時等における対処能力）の向

上が図られています。 
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２ 温室効果ガス排出量の削減目標 
 

 

 令和７（2025）年度に平成25（2013）年度比で33％削減します。 

 

※ 長期的には、脱炭素社会の実現に向けて、2050年までに二酸化炭素の排出を実質

ゼロにすることをめざします。 

 
  

国が4月に表明した新たな削減目標(2030年度に2013年度比46％減)に即して設定してい

ます。 

国の温室効果ガス排出量の削減が、2030年度に向かって毎年一定割合で行われると仮定

した場合、本県では、基準年度(2013年度)から目標年度(2025年度)までに33%の削減が必要

となります。 

2013年度から2017年度の削減内容を分析すると、私たちの省エネ等の取組みも一定の役

割は果たしていますが、排出係数低下の影響に負うところが大きくなっており、2025年度

の33％削減を達成するためには、今後の排出係数低下を見越しても、省エネ等の取組みを

より一層進めていく必要があります。 

 

 

図 4-2-1 温室効果ガス排出量削減目標のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標設定の考え方 

基準年度 目標年度 
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本県の地球温暖化対策は、エネルギー消費量の削減や、再生可能エネルギー等の導入促進などによ

り、温室効果ガス排出量の削減を図ります。 

また、地球温暖化による気候変動への適応を図り、気候変動リスクに備えます。 

 

１ 施策の体系 
 

施策区分 施策の柱 施策展開 

大項目 中項目 小項目 

1 

地球温暖化の防止を

図るための対策（緩

和策） 

1-1 

徹底した省エネルギーの

推進 

1-1-1 

脱炭素に向けたライフスタイル・ワーク

スタイルの選択と定着の促進 

1-1-2 

省エネ型設備・機器等の導入促進 

1-1-3 

脱炭素に向けた“まちづくり”の推進 

1-2 

再生可能エネルギー等の

導入促進 

1-2-1 

太陽光発電の導入促進 

1-2-2 

エネルギー源の多様化の促進 

1-3 

森林整備と都市緑化の推

進 

1-3-1 

森林整備の推進 

1-3-2 

都市緑化の推進 

1-4 

ＣＯ２以外の温室効果ガ

ス対策の推進 

1-4-1 

ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 

2 

地球温暖化による被

害を回避・軽減するた

めの対策（適応策） 

2-1 

気候変動適応センターの

機能充実 

2-1-1 

気候変動適応センターの機能充実 

2-2 

気候変動に適応した対策

の推進 

2-2-1 

気候変動に適応した対策の推進 

 

  

第５章 目標の達成に向けた対策 
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２ 施策の展開 

１ 地球温暖化の防止を図るための対策（緩和策） 

 
 
 現状と課題                                             

 

〇 県では、市町や関係機関と連携を図りながら、家庭や事業所、団体など県民全体で省エネル

ギー行動に取り組む意識を醸成し、省エネルギー行動が日常生活や事業活動の中に自然に組み

込まれることをめざした省エネ県民運動「省エネみらいプロジェクトかがわ」に取り組んでき

ましたが、「脱炭素」に向けては、これまでよりも踏み込んだ、ライフスタイルやワークスタ

イルの転換につながるような取組みを進める必要があります。 

 

〇 徹底した省エネルギーを進めるためには、日常生活や事業活動における個々の省エネルギ

ー行動といったソフト面に加え、ハード面からエネルギー消費量を減らすことが有効であり、

家庭や事業所における省エネ型設備・機器の普及促進に加え、住宅や建築物そのものの省エネ

ルギー化などを促進していく必要があります。 

 

〇 市街地が拡散した都市においては、日常生活に伴う移動の長距離化、自動車依存度の上昇や

道路混雑の悪化等により運輸部門のＣＯ２排出量が増大する傾向にあるなど、都市構造がＣＯ２

排出量に大きく影響することが指摘されており、適正な土地利用や地域の実情を踏まえた都

市機能の集約化と、これと併せた公共交通利用の促進によるコンパクトなまちづくりをめざ

す必要があります。 

 

 施策の展開                                           

 

 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 

 

 

1-1-1 脱炭素に向けたライフスタイル・
ワークスタイルの選択と定着の促
進 

日常生活・事業活動における省エネルギー行動
の促進 

環境教育・環境学習の推進 

ＣＯ2排出量の「見える化」の推進 

１－１ 徹底した省エネルギーの推進 

1-1-2 省エネ型設備・機器等の導入促進 省エネ型設備・機器等の導入促進 

環境にやさしい自動車の導入促進 

建築物の省エネルギー化の促進 
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 主な取組み内容                                       

 

1-1-1 脱炭素に向けたライフスタイル・ワークスタイルの選択と定着の促進     

 

ア） 日常生活・事業活動における省エネルギー行動の促進 

〇 脱炭素に向けたライフスタイル・ワークスタイルの促進 

省エネルギー行動が、すべての県民の日常生活や事業活動の中に自然に組み込まれること

を目的に、市町や香川県地球温暖化防止活動推進センターなど関係機関と連携した省エネ

県民運動の展開など、さまざまな機会を捉えて、脱炭素に向けた意識を醸成し、県民総ぐる

みでこれまで以上に省エネルギー行動を意識したライフスタイル・ワークスタイルを促進

します。 
 

○ 新しい生活様式を意識した省エネルギー行動の啓発 

新型コロナウイルス感染症拡大による日常生活における生活様式の変化や、テレワークの

導入などワークスタイルの大きな転換が見られる中で、新しい生活様式を踏まえた省エネ

ルギーの取組みを効果的に発信し、より一層の省エネルギー行動を促します。 

 

  ○ 環境経営の取組みの推進 

 エコアクション 21など事業者の経営規模等にあった環境マネジメントシステムの普及を

図るとともに、事業者向け省エネルギー講座の開催などによる情報提供や、優れた取組みを

行う事業所を環境配慮モデル事業所と認定し、取組みの普及を図るなど、環境経営の取組み

を広めます。 

 

  ○ 県自らの取組みの推進 

     県有施設の省エネルギー改修や太陽光発電設備の導入に取り組むなど、「かがわエコオフ

ィス計画」に基づき、省資源・省エネルギー、廃棄物の減量化、環境に配慮した商品等の購

入（グリーン購入）やエコ通勤など、県自らが率先して環境に配慮した活動を行います。 

 

○ ごみの減量化に向けた取組みの推進 

ごみの減量化とリサイクルの推進を図るため、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）

に関して、ホームページ等による広報に努めるとともに、プラスチックごみについては、過

剰なプラスチック製容器包装・製品の使用の抑制や代替素材への転換に向けた事業者の取

組みの促進を、食品ロスについては、香川県食品ロス削減推進計画に基づく本県の現状や特

性に応じた取組みの推進を図ります。 

 

1-1-3 脱炭素に向けた“まちづくり” 
の推進 

適正な土地利用と都市機能の集約 

歩行者・自転車のための環境整備等 

公共交通機関の維持確保・利便性向上 

自動車交通流の円滑化 
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○ 環境にやさしい移動手法の選択 

運転免許の更新時講習等を活用した広報や、一定規模以上の駐車場設置者によるアイ

ドリングストップの周知などを通じて、エコドライブの普及を促進するほか、エコ通勤

の推奨や利用促進キャンペーンの実施、パークアンドライドの情報提供などにより、公共

交通機関等の利用を促進します。 

 

イ） ＣＯ２排出量の「見える化」の推進 

○ 家庭における「見える化」の促進 

家庭等での省エネや節電、エコドライ

ブなどの取組みの効果を「見える化」す

る専用サイト「かがわ省エネ節電所」に

ついて、キャンペーンやイベント、各種

広報媒体等を利用した積極的な啓発によ

り、省エネ・節電の取組みを促進し、脱

炭素に向けたライフスタイルの定着に役

立てるとともに、子供向けに開設したキ

ッズページについても、学校等を通じた

周知に努めます。 

 

○ 事業者における「見える化」の促進 

事業者に対して、省エネ支援機関と連携した省エネ診断の受診を促進するとともに、講座

等において「見える化」手法等の情報提供を行うほか、条例に基づく地球温暖化対策計画の

作成・報告・公表制度の適正な運用等により、自ら選択した取組みの効果の「見える化」の

普及を図ります。 

 

 ウ） 環境教育・環境学習の推進 

○ 環境教育・環境学習の充実 

    地球温暖化問題に対して実践的に行動できる人づくり

を進めるため、地球温暖化防止活動推進員等と連携・協

働し、環境学習プログラムや教材等を活用して、学校や

地域において子どもから大人まで幅広く学習する機会を

提供します。 

 

  ○ 人材の育成 

環境教育・環境学習の担い手となる指導者に対して人材育成講座を開催するなど、指導者

同士の相互交流が可能となるような場を提供するとともに、地域における温暖化防止活動

のリーダーとなる地球温暖化防止活動推進員については、意欲的な人材の確保を図りなが

ら、その役割を十分果たせるよう、研修機会や情報提供の充実に取り組むなど、その育成に

努めます。 

 

○ 地球温暖化対策に関する情報提供 

県内の地球温暖化対策の現状や県の取組みについて理解を深めてもらうため、ホームペ

ージやパンフレットなど各種広報媒体等を利用し、積極的な情報提供を行います。 

最新版へ更新予定 

▲環境学習教材 
「さぬきっ子 環境スタディ」  

 

▲かがわ省エネ節電所 
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 指標                                            
 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

最終エネルギー消費量削減率 ％ ▲7.4（H29） ▲8.0 

一般廃棄物の 1人 1日当たり排出量 ｇ 868（R 元） 810 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             

 

 
 主な取組み内容                                       

 
1-1-2 省エネ型設備・機器等の導入促進 

 

ア） 省エネ型設備・機器等の導入促進 

○ 家庭への省エネ型設備・機器の普及拡大 

行政、事業者、団体で構成するくらしの省エネ新エネ普及促進協議会において、イベント

会場や地域で家庭の省エネルギー診断や省エネルギー対策の提案を行うほか、省エネ性能

説明推進員や省エネマイスターを活用した適切な情報提供を行うなど、家庭への省エネ型

設備・機器の普及拡大を図ります。 

 

○ 事業者の省エネ型設備の導入促進 

事業者が行う省エネルギー対策に関する国の補助事業等について情報提供に努めるとと

もに、省エネルギーセンターなどが行う省エネ診断の受診を促し、県、金融機関、県環境保

全公社、かがわ産業支援財団などが連携して、事業者の省エネ型設備の導入等に対する環境

配慮型投資の促進を支援します。 

 

イ） 建築物の省エネルギー化の促進 

○ 省エネ住宅の普及促進 

新しい生活様式の普及により家庭で過ごす時間が増加し、家庭での電力消費量の増大が見

込まれることから、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）など断熱性能等に優れた

省エネ住宅の普及を促進するため、国の補助制度等の情報提供のほか、ハウスメーカーや関

係団体と連携・協力した広報・啓発に努めます。 

 

  ○ 非住宅建築物の省エネルギー化の促進 

非住宅建築物については、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律により、床面

積 300 ㎡以上の新築及び一定規模以上の増改築を行う場合、省エネ基準への適合が義務づけ

られていることから、制度の周知に努めるとともに、新増改築に際し、ＺＥＢ（ネット・ゼ
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ロ・エネルギー・ビル）やＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システム）の導入が進むよう、取

組事例や国の補助制度等の情報提供に努めます。 

 

ウ） 環境にやさしい自動車の導入促進 

○ 各種エネルギーを利用する自動車の導入促進 

環境性能に優れているだけでなく、災害時の非常用電源として期待されるＥＶ（電気自動

車）やＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）、ＦＣＶ（燃料電池自動車）について、国

の補助制度等の情報提供を行うとともに、自動車販売事業者や関係団体等と協力・連携しな

がら、充電設備等のインフラ整備と合わせて導入を促進します。 

 

○ 環境にやさしい自動車に関する情報提供 

生活環境保全条例に基づき、一定規模以上の自動車販売事業者に自動車環境情報説明推進

員を配置し、自動車の環境性能に関する情報をわかりやすく提供することにより、環境にや

さしい自動車の普及を図ります。 

 

○ 事業者による自主的な取組みの促進 

一定台数以上の自動車を使用する事業者に対して、生活環境保全条例に基づく自動車排

出ガス対策計画の策定等を通じて、次世代自動車への車両更新など、自主的な取組みを促進

します。 

 
 指標                                            
 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

ＺＥＨ（新築）導入件数 件 708（R 元） 1,600 

ＥＶ・ＰＨＶ普及台数 台 2,281 4,500 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                            

 

 

 

 

 

 

 主な取組み内容                                       

 
1-1-3 脱炭素に向けた“まちづくり”の推進 

 

ア） 適正な土地利用と都市機能の集約 

「都市計画区域マスタープラン」等に基づき、市町の庁舎や鉄道の駅を中心とした区域

を集約拠点とする適正な土地利用への誘導や、その拠点間を利便性と結節性に優れた公共

交通で結ぶネットワークづくりを推進することにより、ＣＯ２の排出の少ない集約型都市構

造の実現をめざします。 
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イ） 公共交通機関の維持確保・利便性向上 

   通勤や買い物など移動を行う場合において、自動車と比較してＣＯ２排出量の少ない鉄道、

バス等の公共交通機関の利用を促進するため、国や市町、交通事業者と連携して、生活に必

要不可欠な路線の維持確保、主要路線における定時性の確保、自家用車からの乗り継ぎ機能

や公共交通機関相互の乗り継ぎ機能の向上、グリーンスローモビリティの導入などに努め

ます。 

 
ウ） 歩行者・自転車のための環境整備等 

ＣＯ２を排出しない自転車や歩行による移動を促進するため、歩道・自転車歩行者道の整

備や道路標識・路面標示の設置など、歩行者や自転車の通行環境の整備による安全で快適な

移動空間の確保に努めるとともに、サイクルオアシス(サイクリストの休憩ポイント)の設

定やサイクルトレインの拡大など、サイクリストの受入れ環境の整備や情報提供に取り組

みます。 

 
エ） 自動車交通流の円滑化 

移動に伴うＣＯ２排出量の削減を図るため、ボトルネック（幅員減少・車線減少により渋

滞を起こしやすい箇所）の解消や右折車線の確保など、交差点改良等による交通渋滞の解消

に努めるとともに、交通管制システムの充実・高度化を図り、交通情報板やカーナビゲーシ

ョン、ラジオ放送を通したタイムリーな交通情報の提供や、交通状況に応じた信号機の効果

的な制御を行うなど、自動車交通流の円滑化に向けた取組みを進めます。 

 

 指標                                           

 

 

 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                            

 

 

 

 

  

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

エコ通勤優良事業所認証を受けた

事業所数 
箇所 6                        56 
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 現状と課題                                          

 

○ 再生可能エネルギーの導入は、地球温暖化防止の観点から重要であり、日照時間が長いとい

う本県の自然的特性を踏まえ、これまで太陽光発電の導入に積極的に取り組んできた結果、一

定の導入は図られているものの、固定価格買取制度の買取価格の低下などにより導入件数は伸

び悩んでおり、継続的に普及拡大が図られるような環境を整備していく必要があります。 

 

〇 本県では、太陽光発電以外の再生可能エネルギーの導入はほとんど進んでいませんが、脱炭

素社会の実現に向けては、太陽光以外の再生可能エネルギーや、水素などの新エネルギーにつ

いても、導入可能性や活用可能性の検討を行うなど、エネルギー源の多様化に向けた取組みを

進める必要があります。 

 

〇 再生可能エネルギー関連産業は、製造・設置だけでなく、維持管理や点検保守、撤去・廃棄

に至るまで、幅広い業種に広がっており、再生可能エネルギー等の導入促進に当たっては、本

県産業の振興を図り、経済の活性化につなげていくという観点も意識していく必要があります。 

 
 施策展開                                          

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 主な取組み内容                                      

 

1-2-1 太陽光発電の導入促進 

 

ア） 太陽光発電の導入促進 

○ 住宅用太陽光発電の導入促進 

設置費用への助成を継続するほか、市町とも連携して、太陽光発電を有効に活用し、停電

時の備えとなる分散型電源の蓄電池やＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ＨＥ

ＭＳ（家庭単位のエネルギー需給管理システム）等も含めた導入メリットや設置費用等につ

いての情報提供を行うなど、より一層の導入を促進します。 

 

○ 事業用太陽光発電の導入促進 

   事業者が太陽光発電事業の導入を検討するきっかけとなるよう、ポテンシャルマップや

1-2-1 太陽光発電の導入促進 太陽光発電の導入促進 

ＣＯ２排出削減量の環境価値の活用 

1-2-2 エネルギー源の多様化の促進 エネルギー源の多様化の促進 

県内産業の振興 

１－２ 再生可能エネルギー等の導入促進 
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導入モデル等の情報提供を行うほか、導入に当たっては、「香川県太陽光発電施設の設置等

に関するガイドライン」や関係法令の遵守徹底、地域住民との適切な関係構築などを求める

とともに、市町における地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化を促進する事業(地

域脱炭素化促進事業)を推進するための計画・認定制度を積極的に活用するなど、地域と共

生する形での導入を進めます。 

 

○ 県有施設への太陽光発電の導入促進 

県有施設について、新築や改築等の機会を捉えて、地域の発電事業者と協力しながら、Ｐ

ＰＡの活用も含め、積極的な太陽光発電設備の導入を図るとともに、電力の調達に当たって

も、できるだけ再エネ比率の高い事業者を調達先とするなど、再生可能エネルギーによる電

力調達が進むよう取り組みます。 

 

イ） ＣＯ２排出削減量の環境価値の活用 

各家庭が住宅用太陽光発電設備を設置することから生じるＣＯ２排出削減量を県がとり

まとめ、Ｊ－クレジット制度により売却し、得られた収益を県内の環境保全活動事業に活用

する「かがわスマートグリーン・バンク（太陽光発電）」の取組みを通じて、ＣＯ２削減に

よる環境価値の有効活用を図ります。 

 
 指標                                           
 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

太陽光発電システム設置容量 kW 821,728 1,240,000 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             

 

 

 
 
 

 主な取組み内容                                      

 

1-2-2 エネルギー源の多様化の促進 

 
ア） エネルギー源の多様化の促進 
○ 多様なエネルギーの導入の検討 

太陽熱や風力、小水力、地中熱など太陽光以外の再生可能エネルギーや、水素などの新エ

ネルギーについて、他県の導入事例や国の技術開発、補助事業等の情報収集・情報提供を行

うなど、導入可能性について検討を進めます。 
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○ 水素利用の促進 
ＣＯ２を排出しないエネルギー源であり、再生可能エネルギーの調整電源としても期待さ

れる水素について、その普及に向けては今後の技術革新によるところが大きい状況である

ことから、国や民間企業の技術開発や事業化・商品化の動向を踏まえつつ、市町や関係団体、

地元事業者等と連携・協力を図りながら、導入可能性や活用可能性について検討を進めます。 

 

○ ＦＣＶ（燃料電池自動車）の導入促進 

ＦＣＶについては、自動車販売事業者や関係団体等と協力・連携し、国の補助制度も活用

しながら積極的な導入に向けて取り組むとともに、県全体での普及に向けては、新たな水素

ステーションの建設が必要であることから、関係市町等と連携して建設の可能性について

検討を行います。 

 

○ エネルギーの地産地消の促進 

    地域で生み出した再生可能エネルギー由来の電力をその地域で消費し、そこで得られた

収益を地域に還元することにより、地域の脱炭素化と雇用創出等を図るエネルギーの地産

地消モデルの構築に向け、他県の先進事例等について情報収集・情報提供を行うとともに、

地域脱炭素化促進事業を推進するための計画・認定制度も活用しながら、市町等各関係機関

と連携した取組みを進めます。 

 

 イ） 県内産業の振興 

  ○ エネルギー関連産業の振興 

燃料電池技術、カーボンリサイクル、燃料アンモニアなど、エネルギーに関連する技術開

発の動向や国の制度・支援策について広く情報提供を行うなど、関連産業の振興に向けた支

援に努めます。 

 

  ○ エネルギー関連産業の育成 

先進的な知見を有する大学や公設試験研究機関と県内企業との連携も図りながら、地域

新電力など県内企業のエネルギー関連産業への参入を促進するとともに、企業が県内に工

場を建設する際の助成制度も活用して、エネルギー関連企業の誘致に取り組むなど、エネル

ギー関連産業の育成を図ります。 

 

 

 

 指標                                            
 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

ＦＣＶ普及台数 台 24 100 
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 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             
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 現状と課題                                          

 

〇 地球温暖化防止に向けては、森林の適切な整備や保全を通じて、森林によるＣＯ２の吸収量の

確保を図るとともに、木材利用の拡大による炭素の貯蔵やＣＯ２の排出削減に向けた取組みを

推進していくことが大切であり、本県の森林については、面積は小さいものの、県土の約 47％

を占めていることから、引き続き、計画的な森林整備に取り組んでいく必要があります。 

 

〇 みどりの充実を図るため、庁舎や学校など公共施設や、公園、街路、また、企業や社会福祉

施設でも緑化が進められていますが、都市の緑化には、ＣＯ２の吸収源としての役割や、身近

な吸収源対策としての啓発効果、ヒートアイランド対策による熱環境改善を通じたＣＯ２の削

減効果などがあることから、都市における緑化を一層進めていく必要があります。 

 
 施策の展開                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 主な取組み内容                                       

 

1-3-1 森林整備の推進                              
 

ア） 森林整備の推進                                   

森林によるＣＯ2吸収源対策を進めるため、間伐等の森林整備や保安林等の適切な管理・

保全、森林整備の担い手の確保・育成に努めるとともに、放置された竹林や高齢級化してい

る広葉樹林の整備、里山森林資源の利活用を行う森林所有者の支援などにより、里山の整備

を推進します。 

 

イ） みどりづくりの推進                                 

ボランティア等の協力を得て、フォレストマッチング推進事業やどんぐり銀行活動を実施

するとともに、森林ボランティア団体等が実施する森づくり活動へ支援を行うなど、県民総

参加の森づくりに取り組みます。 

 

ウ） 県産木材の利用促進                                 

川上（森林組合など）と川中（製材工場など）・川下（工務店など）が連携して県産木材の

1-3-1 森林整備の推進 森林整備の推進 

みどりづくりの推進 

県産木材の利用促進 

1-3-2 都市緑化の推進 地域の緑化の推進 

建物緑化の推進 

１－３ 森林整備と都市緑化の推進 
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安定供給を図り、公共建築物や民間住宅等における県産木材の利用を促進するとともに、各

種イベントにおける県産木材ＰＲ活動の支援や、県産木材製品等の展示・販売を行う「かが

わの森アンテナショップ」の運営、木づかい・木育の推進などにより、県産木材の普及啓発

を図ります。 

 

 指標                                            

 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

森林整備面積（累計） ha 
4,536 

（H28～R2 累計） 

5,000 

（R3～R7 累計） 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             

 

 

 

 

 

 主な取組み内容                                       

 

1-3-2 都市緑化の推進 

 

ア） 地域の緑化の推進 

みどり豊かで良好・快適な生活環境を形成できるよう、県民の憩いの場となる都市公園や

海に親しめる快適性の高い港湾緑地のほか、道路の植樹帯などの整備や適切な維持管理に

努めます。 

 

イ） 建物緑化の推進 

都市部における民間所有の遊休地の芝生化や建築物の屋上緑化・壁面緑化を促進すると

ともに、県有施設についても、都市部での屋上緑化の普及モデルとして、庁舎屋上の庭園を

管理・運営するほか、緑のカーテンの普及やオリーブ等の植栽に取り組みます。 

 

 指標                                            
 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

公園・緑地面積※ ha 1,838(R 元) 1,856 

※ 都市公園や港湾緑地、森林公園を合わせたもの 
 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             
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 現状と課題                                          

 

〇 温室効果ガスに占める代替フロンガスやメタン、一酸化二窒素の割合は 1 割弱ですが、ＣＯ２

に比べ高い温室効果（代替フロンガスの地球温暖化への単位当たりの影響は、ＣＯ２の数百倍

から一万倍超）があり、これらの物質の排出抑制・削減には、国による規制や技術開発に負う

ところが大きいものの、地球温暖化防止に向けては、県としても、積極的に取り組んでいく必

要があります。 

 
 施策の展開                                        

 
 

 

 

 主な取組み内容                                       

 

1-4-1 ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 
 

ア） 代替フロン対策の推進 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）に基づき、

代替フロンを含めたフロン類を使用する機器の適切な管理や、機器の整備・廃棄等に当たっ

てのフロン類の適切な充塡や回収について、周知、指導を行うとともに、県内の大気環境中

のフロンガス濃度の実態を把握するためのモニタリング調査を実施します。 
 

イ） メタン及び一酸化二窒素対策の推進 

堆肥の施用による土づくりや、化学肥料・化学合成農薬の使用を低減した環境に配慮した

農業の推進、家畜排せつ物の適正な堆肥化処理などにより、メタン等の発生を抑制します。 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             

 

 

 

 

 

１－４ ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 

1-4-1 ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 代替フロン対策の推進 

メタン及び一酸化二窒素対策の推進 
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２ 地球温暖化による被害を回避・軽減するための対策（適応策） 

 
 
 現状と課題                                             

 

○ 県では、地域における気候変動への適応を推進するため、気候変動の影響等に関する情報の

収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠点として、「香川県気候変動適応センター」

を設置しており、地球温暖化が本県に与える影響を的確に把握し、県民や事業者への適切な情

報提供を通じて、本県の地域特性を考慮した気候変動への適応を進めていけるよう、センター

の機能の充実を図っていく必要があります。 

 
 施策の展開                                        

 
 

 

 主な取組み内容                                       

 

2-1-1 気候変動適応センターの機能充実                        
 

ア） 気候変動適応センターによる情報の収集・整理・分析及び提供 

○ 気候変動影響等に関する情報の充実 

適応策を適切に実施していくためには、本県の地球温暖化の影響に関する科学的知見の収

集が重要であることから、気候変動適応法に基づき、香川県環境保健研究センターに設置し

た「香川県気候変動適応センター」において、国立環境研究所や公設試験研究機関等と連携

して、本県の気候変動の影響や適応に関する情報の収集・整理・分析を継続して行うなど、

情報収集等の取組みの充実を図ります。 

 

○ 気候変動影響等に関する情報提供 

各主体の適応策の取組みを推進するため、香川県気候変動適応センターが収集した農業・

林業・水産業や健康など各分野において将来予測される影響等の情報や分析結果について、

ホームページやパンフレットなど各種広報媒体等を利用して、積極的な情報提供を行いま

す。 

２－１ 気候変動適応センターの機能充実 

2-1-1 気候変動適応センターの機能充実 気候変動適応センターによる情報の収集・
整理・分析及び提供 
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 指標                                            

 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

県内の気候変動影響に関する情報

提供件数 
件 0 10 

 

 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             

 

 

 

 

  

図 5-2-1-1 香川県気候変動適応センターの役割と機能のイメージ 
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 現状と課題                                             

 

○ 国の分類体系※に沿って、本県における地球温暖化の影響を整理したところ、自然災害や農作

物の品質低下、熱中症の増加などさまざまな分野において影響が確認されており、それらの影

響に対しては、既に、個別に適応策に取り組んでいますが、地球温暖化による気温の上昇が避

けられないなか、適応の取組みは、今後、より一層重要となることから、各分野に応じて、全

体で整合のとれた取組みを総合的かつ計画的に推進していく必要があります。 

※ 国の分類体系…「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、「自然生態系」、「自然災害・

沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都市生活」 

 
 施策の展開                                        

 
 

 

 

 

 主な取組み内容                                       

 

2-2-1 気候変動に適応した対策の推進                         

 

ア） 各分野（農業・林業・水産業等 7分野）における対策の推進 

国の気候変動影響評価報告書及び庁内関係部局から収集した情報を基に、本県において

既に現れている、または将来予測される気候変動影響を「農業・林業・水産業」等 7分野 32

項目(表 5-2-2-1)に分類・整理し、既に現れている影響に対する取組みに加え、現時点では

気候変動による影響が明確には確認できていない項目や、将来予測される影響が不確定な

項目に対する取組みについても適応の方針(表 5-2-2-2)として整理し、センターを中心に各

試験研究機関とも連携を図りながら、必要な対策を計画的に推進します。 

 

イ） 関連産業の振興 

気候変動の影響は、「農業・林業・水産業」や「自然生態系」、「健康」などさまざまな分

野に広がっており、気候変動の適応に役立つ新たな製品やサービスなどを研究・開発しよう

とする事業者の取組みに対して、関連する技術開発の動向や国の支援策について情報提供

を行うなど、関連産業の振興に向けた支援に努めます。 
 

 指標                                            

 

項  目 単位 現況【R2年度】 目標【R7年度】 

県が実施する適応策の件数 件 7 10 

 

２－２ 気候変動に適応した対策の推進 
 

2-2-1 気候変動に適応した対策の推進 各分野（農業・林業・水産業等７分野）にお
ける対策の推進 

関連産業の振興 
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 方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール                             
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表 5-2-2-1 香川県における地球温暖化の影響の分野・項目 

分 野 項 目 

農業・林業・水産業 

農業 

水稲 

野菜等 

果樹 

麦、大豆、飼料作物等 

畜産 

病害虫・雑草等 

農業生産基盤 

林業 
木材生産（人工林等） 

特用林産物（きのこ類等） 

水産業 増養殖等 

水環境・水資源 

水環境 

湖沼・ダム湖 

河川 

沿岸域及び閉鎖性海域 

水資源 
水供給（地表水） 

水供給（地下水） 

自然生態系 

里地・里山生態系 

人工林 

野生鳥獣による影響 

分布・個体群の変動 

自然災害・沿岸域 

河川 
洪水 

内水 

沿岸 

海面水位の上昇 

高潮・高波 

海岸浸食 

山地 土石流・地すべり等 

健康 

暑熱 

感染症 

温暖化と大気汚染の複合影響 

産業・経済活動 
産業・経済活動 

(製造業、商業、金融・保険、観光業、建設業、医療） 

県民生活・都市生活 

都市インフラ・ライフライン等 

文化・歴史などを感じる暮らし 

暑熱による生活への影響等 
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表 5-2-2-2 分野ごとの適応策 

※以下の表は、本県において既に現れている、または将来予測される気候変動影響を「農業・林業・

水産業」等 7 分野 32 項目に分類・整理し(表 5-2-2-1 参照)、既に現れている影響に対する取組

みに加え、現時点では気候変動による影響が明確には確認できていない項目や、将来予測される

影響が不確定な項目に対する取組みについても適応の方針として整理したものです。 

なお、適応の効果をもつ本県の既存施策等について、適応策➢として記載しています。 

 

農業・林業・水産業 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

水稲 

  出穂期・成熟期の気
温上昇による品質の
低 下 (白 未 熟 粒 の 発
生、一等米比率の低
下) 

  気温上昇による出穂
期・成熟期の早進化傾
向 

  収量は 21 世紀半ばま
では増加傾向にある
が、21 世紀末には減少
に転じ、品質は低下 

  地球温暖化に対応でき
る県オリジナル品種の開
発 

 「おいでまい」の栽培 

 

野菜等 

  高温・多雨等による
レタス、ブロッコリー
等葉菜類の定植作業
の遅れ、生育不良や生
理障害の発生 

  夏季の高温によるイ
チゴの花芽分化遅延 

  夏季の高温による花
きの生育不良 

  葉菜類では、気温上
昇による生育の早期
化・栽培成立地域の北
上・CO2濃度の上昇によ
る重さ増加 

  果菜類（トマト、パプ
リカ）では、気温上昇
による果実の大きさ、
収量への影響の懸念 

  地球温暖化に対応でき
る県オリジナル品種の開
発 

 イチゴ「さぬき姫の
栽培 

  夏場の高温を回避する
技術や、ミニトマト、カー
ネーション等の対象品目
の可販収量を向上させる
技術体系の構築・実証 

 

果樹 

  ブドウの着色不良、
カンキツの浮皮・生理
落果等の品質低下等 

  栽培適地の変化（ウ
ンシュウミカンでは
栽培適地の減少、亜熱
帯果樹では栽培適地
の増加） 

  ブドウ・モモは高温
による生育障害 

  ニホンナシは 21 世紀
末には沿岸域を中心
として低温要求量が
高い品種の栽培困難
地域拡大 

  地球温暖化に対応でき
る県オリジナル品種の開
発 

 ブドウ「シャインマス
カット」の栽培 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

麦、大豆、

飼料作物

等 

（小麦） 

  生育期間の短縮 

（小麦、大豆）  

  気温上昇による生育
期間の短縮、減収 

（飼料作物） 

  夏季の高温等による
飼料作物の収量・品質
の低下 

  飼料用トウモロコシ
では、2080 年代には関
東地域から九州地域
にかけて二期作栽培
適地の拡大 

  （麦）安定・多収栽培技
術の確立 

畜産 

  暑熱による家畜（牛、
豚、鶏）の生育低下や
肉質・乳量・乳成分・
産卵率等の低下 

  温暖化とともに家畜
の成長への影響が増
大 

  乳用牛では高温だけ
ではなく高湿度にな
ることで生産性への
負の影響が増大する
可能性 

  暑熱対策に要するコ
ストの増加 

  高温時期の飼養管理に
関する指導や、暑熱対策
に関する情報提供の実施 

 乳用牛の暑熱対策 

病害虫・ 

雑草等 

  ネギやタマネギのべ
と病等の病害の多発 

  レタス、ニンニクに
おける白絹病（高温性
の病害）の増加 

  病害虫の分布域の拡
大・北上、発生量の増
加 

  雑草の定着可能域の
拡大・北上 

  病害虫の発生を予察し、
これに基づく情報提供の
実施 

農業生産

基盤 

 降雨強度の増加によ
る農業生産基盤への
影響 

  ため池管理では、少
雨の頻度増加による
用水不足の発生 

  排水機場管理では、
大雨・洪水による年間
ポンプ運転時間の増
大・拡大 

  低標高の水田での湛
水時間長期化、極端な
降雨の頻度や強度の
増加に伴う地すべり
等の斜面災害の多発
による農地への影響 

  台風勢力増大による
河口低平農地の高潮
災害危険性の増加の
懸念 

  大雨注意報の増加に
よるため池管理労力
の増加、大雨時のため
池水位が設定された
洪水位を超過する可
能性の増加 

  農業用水路やため池等
の設計に用いる確率降雨
量の定期的な更新 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

木材生産

( 人 工 林

等) 

   高 齢 級 化 が 進 む ス
ギ・ヒノキ人工林にお
ける風害増加の懸念 

  森林の多面的機能の維
持増進を図り、健全な森
林を造成するため、森林
所有者が行う植栽、間伐
等森林整備への補助や県
産木材の利用の促進 

特用林産

物(きのこ

類等) 

   シイタケの原木栽培
において、夏場の気温
上昇による病害菌の
発生、子実体（きのこ）
発生量減少の懸念 

  特用林産物の生産等の
実態把握 

増養殖等 

（海面養殖業） 

  高水温やクロダイの
活動期間延長による
食害で養殖ノリの収
穫量減少 

  養殖ハマチでは適水
温期間の長期化によ
る収量増加 

 

（海面養殖業） 

  高水温を好む魚類の
成長促進の一方、高水
温に比較的弱い魚へ
のストレスの増加 

  夏季の水温上昇によ
り、対象種によっては
養殖に不適になる海
域の発生 

  ノリ養殖では、漁期
の短縮（育苗開始時期
の遅れによる摘採回
数減少）・収量低下の
懸念 

（回遊性魚介類以外の
海面漁業） 

  漁獲対象魚種の分布
域の変化 

  海水温上昇などの海域
環境に対応した養殖技術
の開発・普及 

  海水温等の海洋環境の
モニタリング調査の実施 
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水環境・水資源 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

湖沼・ 

ダム湖 

   富栄養ダム湖の増加 

  無降水日の増加によ

り、河川水量とともに

ダムへの流入量が減

少し、渇水が深刻化す

る時期には水質悪化

の懸念 

  水質の常時監視 

  家庭や工場事業場から

の汚濁負荷の削減対策 

 

河川 

  水温の上昇傾向が確

認されている 

  短期集中降雨の増加

が確認されている 

  水 温 上 昇 に 伴 う DO

（溶存酸素）の低下等 

  強い台風の発生割合

の増加等による浮遊

砂量・土砂生産量の増

加 

  無降水日の増加によ

り、河川水量が減少

し、渇水が深刻化する

時期には水質悪化の

懸念 

沿岸域及

び閉鎖性

海域 

  水温の上昇傾向（人

為的な影響を受けた

測定点含む） 

  海面温度の上昇 

  瀬戸内海では、水温

の上昇により栄養塩

類濃度が、夏季は表層

で上昇傾向・冬季は低

下傾向となる可能性

の増加 

  海面上昇に伴う沿岸

域の塩水遡上域拡大

の懸念 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

水供給 

(地表水) 

  無降雨・少雨による

給水制限、香川用水の

取水制限 

  渇水の深刻化に伴う

水需要・供給のミスマ

ッチによる水道水、農

業用水、工業用水等へ

の影響 

  維持用水（渇水時に

も維持すべき流量）等

への影響 

  海面水位の上昇によ

る河川河口部におけ

る海水（塩水）遡上に

よる取水支障等の懸

念 

  渇水による取水制限の

頻発化や長期化に備える

ため、水資源施設の整備

や既存施設の効率的な活

用 

 渇水時の緊急水源確保の

補助 

  森林の多面的機能（水源

の涵養等）の維持増進を

図るため、森林所有者等

による植栽、間伐等森林

整備や県産木材の利用の

促進 

 都市用水などの安定供給

機能を併せ持つダムの計

画的建設 

  地下水の保全及び適正

利用の推進（地下水位の

継続観測、水質の常時監

視、利用状況の把握、揚水

量の自主規制等） 

水供給 

(地下水) 

   海面水位の上昇によ

る地下水の塩水化の

懸念 
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自然生態系 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

里地・里山

生態系 

   モウソウチク、マダ

ケの分布適地の高標

高への拡大 

  ブナ、アカガシ、モミ

などの分布適地縮小 

  里山林の多面的機能の

維持増進を図るため、森

林所有者等が行う放置さ

れた竹林や藪化した広葉

樹林の整備、里山森林資

源の利活用への支援 

人工林 

  スギ林の衰退   現在より 3℃気温上

昇で、年間の蒸散量が

増加し、特に年間降水

量が少ない地域では、

スギ人工林の脆弱性

増加 

  森林の多面的機能の維

持増進を図り、健全な森

林を造成するため、森林

所有者等が行う植栽、間

伐等森林整備への補助や

県産木材の利用の促進 

野生鳥獣

による影

響 

  ニホンジカ、イノシ

シの分布域拡大（ニホ

ンジカの増加は複合

的な要因が指摘され

ている） 

  ニホンジカの分布拡

大に伴う植生への食

害・剥皮被害等の影響 

  ニホンジカは、冬季

の気温上昇による生

息密度増加の懸念 

  森林所有者等が行うニ

ホンジカによる人工林の

幼齢木の食害や皮はぎの

被害を防止するための防

護柵設置等への支援 

分布・個体

群の変動 

   分布域やライフサイ

クルの変化等による

種の絶滅の懸念 

  侵略的外来種の侵入

の懸念 

  侵略的外来種の確認状

況等の情報収集等 
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自然災害・沿岸域 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

洪水 

内水 

  大 雨 事 象 の 頻 度 増

加、短時間降雨の強度

増大 

  平成 30 年 7 月豪雨で

は、地球温暖化に伴う

気温の上昇と水蒸気

量の増加が寄与した

と考えられ、7 月豪雨

をはじめ台風 19 号、

台風 24号などにより、

各地で洪水被害や内

水氾濫が発生 

  洪水や内水被害を起

こし得る大雨事象の

増加、浸水被害の増加 

  気温上昇に伴う洪水

による被害の増大 

  気候変動等による洪水

被害等を軽減するため、

計画的・効率的な河川改

修や治水機能と利水機能

を有するダム建設など、

ハード対策を推進 

  近年全国各地で頻発、激

甚化する水災害に対し、

「施設では防ぎきれない

大洪水は発生するもの」

との考えに立ち、「逃げ遅

れゼロ」を実現するため、

水害リスク情報の共有

や、住民の避難確保体制

の整備といったソフト対

策の充実・強化 

 

  行政と住民等の連携の

下に、迅速かつ経済的な

浸水対策を推進するた

め、浸水シミュレーショ

ン等による浸水リスク評

価に応じたきめこまやか

な対策目標と、既存施設

を最大限活用した対策等

による浸水対策の実施 

 防災対策 

(ハザードマップの作成) 

(かがわ防災Webポータル

による情報提供) 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

海面水位

の上昇 

  日本周辺の海面水位

が上昇傾向 

  高潮・高波による被

災リスクの増大 

  河川や沿岸の人工物

の機能低下、沿岸部の

水没・浸水、港湾・漁

港機能への支障、干

潟・河川の感潮区間の

生態系への影響の懸

念 

  海面上昇や台風の強大

化による高潮・高波、海岸

侵食が懸念されることか

ら、影響度を検討のうえ、

海岸整備の実施 

  近年全国各地で頻発、激

甚化する水災害に対し、

「施設では防ぎきれない

大洪水は発生するもの」

との考えに立ち、「逃げ遅

れゼロ」を実現するため、

水害リスク情報の共有

や、住民の避難確保体制

の整備といったソフト対

策の充実・強化 

 防災対策 

(ハザードマップの作成) 

(かがわ防災Webポータル
による情報提供) 

高潮・高波 

   海面水位の上昇によ

り、高潮の浸水リスク

の増加 

  海面水位の上昇、台

風や冬季の発達した

低気圧の強大化によ

り、高潮・高波の危険

性が増大し、河川の取

水施設や海岸の堤防・

護岸等構造物の安全

性確保の懸念 

海岸浸食 

   海面水位の上昇によ

る海岸が浸食される

可能性の増加 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

土石流・地

すべり等 

  土砂災害、深層崩壊、

同時多発型表層崩壊・

土石流、土砂・洪水氾

濫による大規模土砂

災害の発生 

  降雨強度の大きい大

雨、その降雨強度の長

時間化、総雨量の大き

い大雨等により、集中

的な崩壊・がけ崩れ・

土石流等の頻発、被害

の拡大 

  土砂・洪水氾濫の発

生頻度の増加 

  森林域で極端な大雨

が発生することによ

る流木被害の増加 

  森林の多面的機能（土砂

流出防止等）の維持増進

を図るため、森林所有者

等が行う植栽、間伐等森

林整備や県産木材の利用

の促進 

  山地災害の防止を図る

ため、治山施設の整備、荒

廃地等の復旧整備 

  気候変動等による土砂

災害などの自然災害を防

止・軽減するため、砂防事

業などによる災害予防施

設の整備など、ハード対

策を推進 

  近年全国各地で頻発、激

甚化する水災害に対し、

「施設では防ぎきれない

大洪水は発生するもの」

との考えに立ち、「逃げ遅

れゼロ」を実現するため、

水害リスク情報の共有

や、住民の避難確保体制

の整備といったソフト対

策の充実・強化 

 防災対策 

(ハザードマップの作成) 

(かがわ防災Webポータル

による情報提供) 
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健康 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

暑熱 

  熱 中 症 救 急 搬 送 人

員、医療機関受診者

数、熱中症死亡者数の

増加 

  高齢者の熱中症救急

搬送人員が多く、住宅

内で多く発症する傾

向 

  全国では、若・中年層

では、屋外での労働

時・スポーツ時に発症

することが多い 

  気温上昇により心血

管疾患による死亡者

数増加、暑熱による高

齢者の死亡者数増加 

  暑熱による超過死亡

者数増加 

  暑さ指数（ＷＢＧＴ）

の上昇、これに伴い屋

外労働可能時間の短

縮、屋外での激しい運

動に厳重警戒が必要

となる日数の増加 

  日傘の利用や室内温度

上昇の抑制効果のある緑

のカーテンの設置などの

予防法及び対処法の周知

による熱中症対策の普及

啓発 

  教職員向けの熱中症対

策研修等の実施 

  遠足や課外活動等にお

ける熱中症対策用機器の

貸出 

  気候変動による暑熱・健

康等への影響に関する研

究の実施 

 熱中症対策 

(リーフレット等の配布

による予防・対処法に関

する普及啓発) 

(熱中症警戒アラートの

活用) 

 緑のカーテン普及事業 

感染症 

   水系・食品媒介性感

染症の拡大の懸念 

  蚊媒介感染症の発生

リスク拡大の懸念 

  蚊の発生状況等定点モ

ニタリング調査の実施 

  ダニ媒介感染症・蚊媒介

感染症の啓発 

温暖化と

大気汚染

の複合影

響 

  気温上昇による生成

反応の促進等により、

粒 子 状 物 質 を 含 む

様々な汚染物質の濃

度が変化 

  産業や交通の集中で

オキシダント濃度が

高くなっている都市

部で、現在のような大

気汚染が続いた場合、

温暖化によりさらに

オキシダント濃度が

上昇し、健康被害増加

の懸念 

  大気汚染常時監視、有害

大気汚染物質調査、排出

基準の遵守状況監視等 

  光化学オキシダントに

よる健康被害を防止する

ため夏季対策期間を設け

て監視体制を強化し、迅

速な注意報等の発令など

光化学オキシダントによ

る健康被害の防止 
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産業・経済活動 

 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

産業・ 

経済活動 

製造業 
商業 
金融・保険 
観光業 
建設業 
医療 

  全国では、大規模な

自然災害により、工

場・事務所等の破損等

による操業の停止、売

上の減少、原材料の供

給停止など様々な被

害が発生 

  全国では、自然災害

とそれに伴う損害保

険の支払額が著しく

増加 

 全国では、過去 5 年間

（2015-2019 年）の職

場における熱中症に

よる死亡者数・死傷者

数は建設業が最大 

  全国では、医療機関

においても洪水によ

る浸水被害が発生 

  平均気温の変化は、

企業の生産過程、生産

物の販売、生産施設の

立地などに直接的、物

理的な影響を及ぼす

とともに、生産技術の

選択、生産費用など経

営環境等にも影響を

及ぼす懸念 

  気候変動の影響によ

り生じた新たな需要

が、ビジネス機会の創

出となる可能性 

  自然災害とそれに伴

う保険損害が増加し、

保険金支払額の増加、

再保険料の増加 

  担保資産への損害や

気象の変化による経

済コストの上昇など

の脅威がある一方、適

応事業融資、天候デリ

バティブの開発など

の新たなビジネス機

会となる可能性 

  夏季の観光快適度低

下、春季・秋～冬季の

観光快適度上昇 

  セミナー等により地球

温暖化の影響等に関する

情報提供を行い、事業活

動における適応策を促進 

  ＢＣＰ（事業継続計画）

の策定運用促進 

  金融機関や関係団体等

と連携体制を構築し、事

業者のＥＳＧ（環境配慮

型）の投資を促進 

  外国人観光客向け防災

マニュアルの作成等、災

害に備えた観光客受入環

境の整備 

  県発注工事（建築工事除

く）において、現場での

熱中症対策で必要となる

経費の適切な計上の実施 
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 県民生活・都市生活 
 
 

項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

都市インフ

ラ、ライフ

ライン等 

  豪雨や台風による水

道インフラ、鉄道施設

への影響、道路のアン

ダーパス部等の冠水

被害、道路に隣接する

土砂災害等 

  渇水による水道イン

フラへの影響 

  電力インフラについ

て、台風や海面水位の

上昇、高潮・高波によ

る発電施設への直接

的被害や、冷却水とし

て利用する海水温上

昇による発電出力の

低下 

  水道インフラについ

て、河川の微細浮遊土

砂の増加による水質

管理への影響の懸念 

  交通インフラに関し

て、道路のメンテナン

ス、改修、復旧に必要

な費用の増加 

  気象災害に伴って廃

棄物の適正処理に影

響が生じる、洪水氾濫

により災害廃棄物が

発生する懸念 

 水道水の安全性や給水

の確実性を確保するた

め、香川用水を含む水道

施設の更新・耐震化等を

支援 

  香川用水で事故が発生

した場合、宝山湖を活用

して断水を回避 

  一定規模以上の建築物

に対して、雑用水利用施

設（排水再利用施設、雨水

等利用施設及び下水処理

水の再生水を利用するた

めに必要な配管、ポンプ

等の施設）の設置を指導 

  危機的な渇水時に地下

水を生活用水（トイレな

どの雑用水）として活用

するため、井戸情報のデ

ータベース化 

  災害時等における大規

模停電発生時にも重要給

水施設への給水が可能と

なるよう施設整備等（非

常用発電機の整備）の実

施を検討 

  近年の激甚化、頻発化す

る災害に備え、重要イン

フラが災害時にしっかり

と機能が維持できるよう

に、道路法面対策や路面

冠水対策等の実施 

  災害時にも廃棄物の適

正処理に影響が生じない

よう、災害廃棄物処理体

制の充実・強化を図るた

め、災害廃棄物処理広域

訓練事業を実施 
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項目 現在既に生じている影響 将来予測される影響 本県における適応の方針 

文化・歴史

などを感

じる暮ら

し 

  ソメイヨシノの開花

日の早まり、イロハカ

エデの紅葉日の遅れ

等動植物の生物季節

の変化 

  サクラの開花から満

開までに必要な日数

の短期化、それに伴う

花見期間の減少、サク

ラを観光資源とする

地域への影響の懸念 

  ナンコウウメの開花

期間について、3℃の

気温上昇により自然

受粉に影響が生じ、開

花期間が短縮される

懸念 

  サクラの開花予想等、状

況に合わせてイベント期

日を変更する等、生物季

節の変化に合わせた対応

策等の実施 

暑熱によ

る生活へ

の影響等 

  地方の中小都市にお

いても、気温の上昇に

ヒートアイランド現

象による昇温が加わ

ることで熱ストレス

が増大し、熱中症リス

クが増加 

  ヒートアイランドと

気候変動による昇温

の重なりにより、気温

は引き続き上昇を続

ける可能性の増加 

  気温上昇に伴い体感

指標であるWBGT（暑さ

指数）も上昇傾向を示

す可能性の増加 

  熱ストレスの増加に

伴い、だるさ・疲労感・

熱っぽさ・寝苦しさと

いった健康影響が現

状より悪化 

  熱ストレスの増加に

より労働生産性の低

下 

  建物緑化の推進や都市

公園等の整備による都市

緑化の推進 

（健康分野「暑熱」の再掲） 

  日傘の利用や室内温度

上昇の抑制効果のある緑

のカーテンの設置などの

予防法及び対処法の周知

による熱中症対策の普及

啓発 

  教職員向けの熱中症対

策研修等の実施 

  遠足や課外活動等にお

ける熱中症対策用機器の

貸出 

  気候変動による暑熱・健

康等への影響に関する研

究の実施 

 熱中症対策 

(リーフレット等の配布

による予防・対処法に関

する普及啓発) 

(熱中症警戒アラートの

活用) 

 緑のカーテン普及事業 
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１ 計画の推進体制 
 

計画の推進には、県民、事業者、国・県・市町等のすべての主体が、地域から地球環境の保全

に取り組んでいくという共通の価値観を持ち、相互の連携と適切な役割分担のもと、地球温暖化

対策に関する各種の施策や取組みを着実に進めることが必要です。 

 

 ○ 県民 

 私たちの快適で便利な生活の中から温室効果ガスが排出されていること、また、それが地球温

暖化問題にもつながっていることを強く認識し、現在の生活スタイルを見直し、新しい生活様式

のもと、各家庭で取り組める温暖化対策を着実にかつ継続的に実践していくことが必要です。 

 

区分 わたしたちにできること 

徹底した省エネル

ギーの推進 

・ 温度に適した服装をする 

・ 冷暖房温度や冷蔵庫温度の適切な設定や不要な照明は消す、必要

な時以外のテレビは消すなどの節電 

・ 食べ残しをしないなどによるごみの削減 

・ マイボトル・マイバッグの利用 

・ アイドリングストップなどエコドライブの実践 

・ 省エネ性能の高い家電等への買替えや環境性能に優れた自動車

の購入  

・ 通勤・買い物の際の公共交通機関や自転車の利用 

・ 省エネルギーなどに関する環境教育・環境学習への参加 

再生可能エネルギ

ー等の導入促進 

・ 再生可能エネルギーを利用した電力の購入 

・ 住宅への太陽光発電設備や太陽熱温水器、エネファーム等の導入 

・ 再生可能エネルギーや水素に関心を持つ 

森林整備と都市緑

化の促進 

・ どんぐり銀行活動への参加 

・ 県産木材、県産木材製品の利用 

・ 緑のカーテンの設置 

気候変動に適応し

た対策の推進 

・ 農林水産物の収量・品質の低下に備えるため、規格外品等を許容

する意識を持ち、食材を使い切るなど食べ物を無駄にしない 

・ ハザードマップによる災害危険個所や避難経路の確認、非常用持

ち出し品や備蓄品の準備等、防災対策を行う 

・ 日傘の使用やこまめな水分補給等、熱中症対策を行う 

 

○ 事業者 

   事業活動においては、製品の製造、流通、消費、廃棄の各過程や、サービスの提供などすべて

の場面で温室効果ガスが排出されていることから、省エネ・省資源対策を主体的かつ計画的に推

進していくことが必要です。 
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区分 わたしたちにできること 

徹底した省エネル

ギーの推進 

・ エアコンなど空調設備の温度の適正管理や執務エリアの照明の

間引き、ＯＡ機器の省エネモード活用などによる節電 

・ 環境に配慮した事務用機器や備品の購入・使用 

・ アイドリングストップなどのエコドライブの実践 

・ 環境マネジメントシステムの導入による環境配慮型経営の実施 

・ 高効率の設備や機器を導入するなど環境配慮型投資への取組み 

・ 工場等へのＢＥＭＳの導入やＺＥＢの選択、環境性能に優れた自

動車を社用車として購入 

再生可能エネルギ

ー等の導入促進 

・ 事業所への太陽光発電設備や太陽熱温水器等の導入 

・ Ｊ－クレジットの活用 

・ 再生可能エネルギーや水素に関心を持つ 

森林整備と都市緑

化の促進 

・ フォレストマッチング推進事業などへの参加 

・ 県産木材、県産木材製品の利用 

・ 緑のカーテンの設置 

ＣＯ２以外の温室

効果ガス対策の推

進 

・ 代替フロンを含めたフロン類を使用した冷凍空調機器などの設

備について、設備の廃棄も含めた適切な管理を行う 

気候変動に適応し

た対策の推進 

・ 地球温暖化に対応した高温耐性品種の導入や亜熱帯性の作物へ

の転換 

・ ＢＣＰ（事業継続計画）の策定 

・ 熱中症予防教育等を行い、従業員の熱中症対策を行う 

 

○ 行政（県・市町） 

   県は、地球温暖化対策に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、県民や事業者の

活動を積極的に支援します。また、自らも事業者・消費者として、率先して環境へ配慮した行動

を実践します。 

市町は、地域に最も密着した基礎的な自治体として、地域の環境特性を十分考慮した施策を展

開するとともに、自ら率先して環境への負荷の低減に取り組むことが必要です。 

 

○ 地球温暖化防止活動推進センター 

香川県地球温暖化防止活動推進センターは、県との連携・協力のもと、地球温暖化対策の重要

性に関する普及啓発活動や具体的な取組内容についての情報提供等を行います。 

 

○ 地球温暖化防止活動推進員 

地球温暖化防止活動推進員は、地球温暖化防止活動推進センターや市町と連携を図りながら、

それぞれの地域や職場、家庭等での普及啓発や、実践行動へのアドバイスを行います。 
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２ 計画の進行管理 
 
 

２－１ 温室効果ガス排出状況等の把握及び公表 
 

本計画では、温室効果ガス排出量の削減目標の達成に向け、実施状況を点検、評価し、必要に応じ

て見直しを行いながら取組みを進める、いわゆるＰＤＣＡ（Plan→Do→Check→Action）サイクルに

よる適切な進行管理を行うことにより、計画の着実な推進を図ります。また、温室効果ガスの排出実

態について、定期的に把握し、取組状況と合わせて、毎年、環境白書やホームページ等を通じて公表

します。 

 

２－２ 計画の見直し 
 
 本計画は、地球温暖化対策に関する国際的な動向や、国のエネルギー政策をはじめとした関連する

施策や対策、法整備の状況、国や県の財政状況など、今後の社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に

応じて、計画期間中でも見直しを行います。 
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１　指標一覧

現況 目標

（R2年度） (R7年度)

1
温室効果ガス削
減率

％ 大項目
▲15.8
（H29）

▲33

地球温暖化の防止を図る
ためには、温室効果ガス
排出量を削減する必要が
あり、国の地球温暖化対
策計画も削減率を目標に
置いた構成としているた
め。

2030年度の温室効果ガス排出
量 に 関 す る 国 の 削 減 目 標
(2013年度比で46%削減)に即
して算定し、2013年度比で、
33％の削減をめざす。

2
最終エネルギー
消費量削減率

％ 1-1-1
▲7.4

（H29）
▲8.0

エネルギー消費量自体を
削減することが重要であ
るため。

国の長期エネルギー需給見通
しで示された内容に即して、
H29年度統計データ等により
算定し、2013年度比で8.0%の
削減をめざす。

3
一般廃棄物の1人
１日当たり排出
量

g 1-1-1
868

(R元)
810

県民のリデュースの取組
状況が反映され、また、
県民に分かりやすい指標
であるため。

一般廃棄物の総排出量につい
ては、人口減を考慮したR7の
将来予想29.0万ｔに施策によ
る削減量の上乗せ（食品ロス
▲0.4万ｔ、プラごみ等▲0.6
万ｔ）を加味し、現況（R元)
の31.2万ｔから3.2万ｔの削
減をめざすことから、県民1
人1日当たり、現況(R元)の
868ｇから58ｇの削減をめざ
す。

4
ＺＥＨ(新築)導
入件数

件 1-1-2
708

(R元)
1,600

家庭部門の温室効果ガス
排出量の削減の取組みと
して、長期ストックとな
る住宅の省エネルギー化
が必要であるため。

国の導入率の伸びを参考に、
毎年約 150件の導入をめざ
す。

5
ＥＶ・ＰＨＶ普
及台数

台 1-1-2 2,281 4,500

運輸部門の温室効果ガス
排出量の削減の取組みと
して、ガソリン車から環
境負荷の低いEV･PHV車へ
の転換が必要であるた
め。

R2年度実績から約2倍の増加
をめざす。

6
エコ通勤優良事
業所認証を受け
た事業所数

箇所 1-1-3 6 56

社会活動における温室効
果ガス排出削減の取組み
として、環境負荷の低い
移送手段への積極的な選
択が必要であるため。

年間10事業所の増加をめざ
す。

7
太陽光発電シス
テム設置容量

kW 1-2-1 821,728 1,240,000

再生可能エネルギーで導
入適性の高い太陽光発電
の普及を図ることが重要
であるため。

R2年度実績から約1.5倍の増
加をめざす。

8 ＦＣＶ普及台数 台 1-2-2 24 100

温室効果ガス排出量の削
減の取組みとして、新エ
ネルギーの水素を利用し
た二酸化炭素を排出しな
いFCV車の普及を図ること
が重要であるため。

県の過去の導入伸び率の約2
倍の増加をめざす。

9
森林整備面積(累
計)

ha 1-3-1
4,536

(H28～R2累
計)

5,000
(R3～R7累計)

二酸化炭素の吸収源対策
として、間伐や植林等の
森林整備面積を増やすこ
とが重要であるため。

前計画の目標(1,000ha／年)
を維持する。

10 公園・緑地面積 ha 1-3-2
1,838
(R元)

1,856

都市緑化の整備状況を図
るためには、都市公園、
港湾緑地など県民が気軽
にふれあうことのできる
公園・緑地の面積を把握
することが重要であるた
め。

これまでの実績及び今後の見
込みを踏まえ、5年間で約
18haの増加を目標とする。

11
県内の気候変動
影響に関する情
報提供件数

件 2-1-1 0 10
気候変動影響に関する情
報提供を充実することが
重要であるため。

毎年度2件の提供をめざす。

12
県が実施する適
応策の件数

件 2-2-1 7 10

気候変動によって生じる
被害に対する適応策を推
進していく必要があるた
め。

適応策の増加をめざす。

 １　地球温暖化の防止を図るための対策（緩和策）

　２　地球温暖化による被害を回避・軽減するための対策（適応策）

指　　　標 単位
施策
項目

指標の選定理由 目標値設定の考え方

　【地球環境分野】脱炭素社会の実現に向けて地域とともに取り組む地球環境の保全
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２ 用語解説 

 
【あ行】             
 

ＩＰＣＣ 

「気候変動に関する政府間パネル」参照。 

 

ＥＶ 

Electric Vehicleの略で、電気自動車の

ことをいう。自宅や充電スタンドなどで車

載バッテリーに充電を行い、モーターを動

力として走行する。 

 

エコアクション21 

中小企業等においても容易に環境配慮

の取組みを進めることができるよう、環

境経営の仕組み、環境への取組み、環境報

告を一つに統合した環境省が定める環境

マネジメントシステム。 

 

エネルギー転換部門 

輸入ないし生産されたエネルギー源を

より使いやすい形態に転換する工程であ

り、発電、石油精製、コークス類製造、都

市ガスの自家消費などに分類される。 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

内外におけるエネルギーを巡る経済的

社会的環境に応じた燃料資源の有効な利

用の確保に資するため、工場等、輸送、建

築物及び機械器具についてエネルギーの

使用の合理化等に関する所要の措置その

他エネルギーの使用の合理化等を総合的

に進めるために必要な措置等を講ずるこ

ととし、もって国民経済の健全な発展に寄

与することを目的とした法律。平成20

（2008）年の法改正（平成22（2010）年４

月より施行）において、工場・事業場単位

でのエネルギー管理を義務付け、業務部門

における省エネルギー対策を強化した。 

 

温室効果ガス 

大気を構成する気体であって、赤外線を

吸収し再放出する気体。地球温暖化対策

の推進に関する法律では、二酸化炭素（Ｃ

Ｏ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ

２Ｏ）、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ

ｓ）、パーフルオロカーボン（ＰＦＣｓ）、

六ふっ化硫黄（ＳＦ６）、三ふっ化窒素（Ｎ

Ｆ３）の７種類を定めている。 

 

【か行】             
 

カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出を全体としてゼロ

にする、つまり、二酸化炭素をはじめとす

る温室効果ガスの排出量から、森林などに

よる吸収量を差し引いた、実質ゼロを意味

する。 

 

カーボンリサイクル 

ＣＯ２を炭素資源（カーボン）と捉え、こ

れを回収し、多様な炭素化合物として再利

用（リサイクル）すること。カーボンリサ

イクルの着実な推進を通じ、大気中に放出

されるＣＯ２の削減を図り、気候変動問題

の解決に貢献、また新たな資源の安定的な

供給源の確保につなげることができる。 

 

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ） 

Environmental Management System。組

織や事業者が、その運営や経営の中で自主

的に環境保全に関する取組みを進めるに

当たり、環境に関する方針や目標をみずか

ら設定し、これらの達成に向けて取り組ん

でいくための体制・手続き等の仕組み。 

 

気候変動適応法 

我が国における適応策の法的位置づけ

を明確化したものであり、国、地方公共団

体、事業者、国民が連携・協力して適応策

を推進するための法的仕組みを整備した

もの。 
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気候変動に関する国際連合枠組条約 

一般的に気候変動枠組条約と呼ばれる。

地球温暖化対策に関する取組みを国際的

に協調して行っていくため平成4（1992）

年5月に採択され、平成6（1994）年3月に発

効した。本条約は、気候系に対して危険な

人為的影響を及ぼすこととならない水準

において、大気中の温室効果ガス濃度を安

定化することをその究極的な目的とし、締

約国に温室効果ガスの排出・吸収目録の作

成、地球温暖化対策のための国家計画の策

定とその実施等の各種の義務を課してい

る。 

 

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ） 

Intergovernmental Panel on Climate 

Change。昭和63（1988）年に、ＵＮＥＰ（国

連環境計画）とＷＭＯ（世界気象機関）に

より設立。世界の政策決定者に対し、正確

でバランスの取れた科学的知見を提供し、

気候変動枠組条約の活動を支援する。5～

7年ごとに地球温暖化について網羅的に

評価した評価報告書を発表するとともに、

適宜、特別報告書や技術報告書、方法論報

告書を発表している。 

 

京都議定書 

平成9（1997）年12月に京都で開催され

た気候変動枠組条約第3回締約国会議（Ｃ

ＯＰ3）において採択された。先進各国の

温室効果ガスの排出量について法的拘束

力のある数値目標が決定されるとともに、

排出量取引、共同実施、クリーン開発メカ

ニズムなどの新たな仕組みが合意された。

平成17（2005）年2月に発効。米国は批准し

ていない。 

 

グリーンスローモビリティ 

時速20km未満で公道を走ることができる

電動車を活用した小さな移動サービスで、そ

の車両も含めた総称。導入により、地域が抱

える様々な交通の課題の解決や低炭素型交

通の確立が期待される。 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（建築物省エネ法） 

社会経済情勢の変化に伴い建築物にお

けるエネルギーの消費量が著しく増加し

ていることに鑑み、建築物のエネルギー消

費性能の向上を図るため、住宅以外の一定

規模以上の建築物のエネルギー消費性能

基準への適合義務の創設、エネルギー消費

性能向上計画の認定制度の創設等の措置

を盛り込んだ法律。 

 

工業プロセス部門 

セメント、生石灰などの鉱物製品や、ア

ンモニアなどの化学製品を工業的に製造す

る際に、物理的・化学的プロセスから排出

される温室効果ガスを計上する部門。 

 

ＣＯＰ 

Conference of the Parties（条約の締

約国会議）。気候変動枠組条約や生物多様

性条約などで使われることが多い。 

 

固定価格買取制度（ＦＩＴ） 

Feed-in Tariff。再生可能エネルギーに

より発電された電気の買取価格（タリフ）

を法令で定める制度で、主に再生可能エネ

ルギーの普及拡大を目的としている。再生

可能エネルギー発電事業者は、発電した電

気を電力会社などに、一定の価格で、一定

の期間にわたり売電できる。ドイツ、スペ

インなどでの導入の結果、風力や太陽光発

電が大幅に増加した実績などが評価され、

採用する国が増加している。一方で、国民

負担の観点にも配慮が必要である。 

 

【さ行】                
 

再生可能エネルギー 

エネルギー源として永続的に利用するこ

とができる再生可能エネルギー源を利用す

ることにより生じるエネルギーの総称。具

体的には、太陽光、風力、水力、地熱、太

陽熱、バイオマスなどをエネルギー源とし
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て利用することを指す。 

 

ＮＦ３ 

三ふっ化窒素。半導体の製造プロセス等

で使用される。強力な温室効果ガス（温暖

化係数17,200）であり、京都議定書におい

て排出削減の対象となっている。 

 

Ｊ－クレジット制度 

省エネ設備や再エネ、森林管理等による温

室効果ガスの排出削減・吸収量を「クレジット」

として国が認証する制度。クレジット化した

温室効果ガスの削減・吸収量は、市場で事業者

等へ販売することができ、企業や自治体等の

省エネ・低炭素投資等の取組みを促進し、国内

の資金循環を促すことで、環境と経済の両立

を目指す仕組みとなっている。 

 

小水力発電 

水力発電のうち、ダム等に設置された大

規模な水力発電ではなく、河川や水路に設

置した水車などを用いてタービンを回し

発電する小規模な水力発電のこと。 

 

ＺＥＢ／ＺＥＨ 

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル／ハウ

ス。快適な室内環境を維持しつつ、年間の

1次エネルギー消費量の収支をゼロにする

ことを目指したビル・住宅。 

 

【た行】              
 

代替フロン 

オゾン層破壊物質であるＣＦＣｓ（クロ

ロフルオロカーボン）等の特定フロンの代

替として開発された物質で、主にＨＦＣｓ

（ハイドロフルオロカーボン）を指す。冷

媒としての用途が急増しているが、強力な

温室効果を有するため、さらに低温室効果

ガスへの冷媒転換が必要。 

 

地域新電力 

地方自治体の戦略的な参画・関与の下で

小売電気事業を営み、得られる収益等を活

用して地域の課題解決に取り組む事業者

のこと。 

 

地域脱炭素化促進事業 

市町における地域の再生可能エネルギー

を活用した脱炭素化を促進する事業(地球

温暖化対策の推進に関する法律第2条第6

項)。地域脱炭素化促進事業を行おうとす

る者は、事業計画を作成し、地方公共団体

実行計画に適合すること等について市町

村の認定を受けることができる（同法第22

条の2第1項）。 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

地球温暖化対策を推進するための法律。

地球温暖化対策計画の策定や、地域協議会

の設置等の国民の取組みを強化するため

の措置、温室効果ガスを一定量以上排出す

る者に温室効果ガスの排出量を算定して

国に報告することを義務付け、国が報告さ

れたデータを集計・公表する「温室効果ガ

ス排出量算定・報告・公表制度」等につい

て定めたもの。 

 

地球温暖化対策防止活動推進員 

地球温暖化対策の推進に関する法律第

37条に基づき、地球温暖化防止の普及啓発

や実践活動を推進するため、知事が委嘱す

る。推進員は地球温暖化の現状や、地球温

暖化対策に関する知識の普及及び地球温

暖化対策の推進を図る活動を行う。 

 

地球温暖化防止活動推進センター 

地球温暖化対策の推進に関する法律第

38条に基づき、地球温暖化の現状や地球温

暖化対策の重要性に関する啓発・広報活動、

地球温暖化防止活動推進員や民間の団体

の支援活動等を行うために設置される組

織。 

 

地方公共団体実行計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律第
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21条第1項に基づき、都道府県及び市町村

は、単独又は共同して、地球温暖化対策計

画に即して、当該都道府県及び市町村の事

務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の

量の削減等のための措置に関する計画を

策定することとされている。また、同法第

21条第3項に基づき、都道府県及び指定都

市等は、区域の自然的社会的条件に応じて

温室効果ガスの排出の量の削減等を行う

ための施策を策定することとされている。 

 

【な行】              
 

燃料電池自動車（ＦＣＶ） 

Fuel Cell Vehicle。燃料となる水素と

空気中の酸素の化学反応によって発電し

た電気エネルギーを用いてモーターを回

して走る自動車。 

 

【は行】              
 
ＨＦＣｓ 

ハイドロフルオロカーボン。いわゆる代

替フロンの一種で、ＣＦＣｓ、ＨＣＦＣｓ

の代替物質として主に冷媒の用途で使用

される。オゾン層破壊効果はないものの、

強力な温室効果ガス（温暖化係数1,430）

であり、京都議定書において排出削減の対

象となっている。 

 

ＰＦＣｓ 

パーフルオロカーボン。半導体製造プロ

セス等で使用される。強力な温室効果ガス

（温暖化係数7,390）であり、京都議定書

において排出削減の対象となっている。 

 

ＰＨＶ 

Plug-in Hybrid Vehicleの略で、プラグ

インハイブリッド自動車のことをいう。外

部の電源から充電可能なハイブリッド自

動車。 

 

 

ヒートアイランド現象 

都市域において、人工物の増加、地表面

のコンクリートやアスファルトによる被

覆の増加、それに伴う自然的な土地の被覆

の減少、さらに冷暖房などの人工排熱の増

加により、地表面の熱収支バランスが変化 

し、都心域の気温が郊外に比べて高くなる

現象をいう。都市及びその周辺の地上気温

分布において、等温線が都心部を中心とし

て島状に市街地を取り巻いている状態に

より把握することができるため、ヒートア

イランド（熱の島）といわれる。 

 

ＰＰＡ 

Power Purchase Agreement。太陽光発電設

備の所有・管理を行う会社（ＰＰＡ事業者）

が、自らの負担により施設所有者が提供する

敷地や屋根などに太陽光発電システムを設

置し、そこで発電された電力をその施設所有

者へ販売する仕組み。 

 

フロン類 

フルオロカーボン（フッ素と炭素の化合

物）の総称であり、フロン排出抑制法では、

ＣＦＣｓ（クロロフルオロカーボン）、Ｈ

ＣＦＣｓ（ハイドロクロロフルオロカー

ボン）、ＨＦＣｓ（ハイドロフルオロカー

ボン）を指す。 

 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化

に関する法律（フロン排出抑制法） 

オゾン層を破壊したり地球温暖化に深

刻な影響をもたらすフロン類の大気中へ

の排出を抑制するため、フロン類の製造か

ら製品への使用、回収、再生・破壊に至る

まで、フロン類のライフサイクル全体にお

ける抜本的な排出抑制措置について定め

た法律。 

 

ＨＥＭＳ 

Home Energy Management System。情報

技術を駆使して一般住宅のエネルギーを

管理するシステム。太陽光発電パネルなど
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の発電設備、家電製品や給湯機器などをネ

ットワークでつなぎ、自動制御する。需要

家に対して省エネを喚起したり、各機器の

使用量を制限することでエネルギー消費

量を抑制したりすることができる。 

 

ＢＥＭＳ 

Building Energy Management Systemの略。 

IT技術の活用により、業務ビルにおいて、室

温や人が室内にいるか否かなどの室内状況

をセンサー等によりリアルタイムに把握し、

室内状況に対応した照明・空調等の最適な運

転を可能にする等、業務ビルの省エネルギー

管理を支援するシステム。 
 
【ら行】              

 

リサイクル 

廃棄物等を原材料として再利用するこ

と。効率的な再生利用のためには、同じ材

質のものを大量に集める必要があり、特に

自動車や家電製品といった多数の部品か

らなる複雑な製品では、材質の均一化や材

質表示などの工夫が求められる。 

 

リデュース 

廃棄物の発生自体を抑制すること。リ

ユース、リサイクルに優先される。リデュ

ースのためには、事業者には原材料の効

率的利用、使い捨て製品の製造・販売等の

自粛、製品の長寿命化など製品の設計か

ら販売に至る全ての段階での取組みが求

められる。また、消費者は、使い捨て製品

や不要物を購入しない、過剰包装の拒否、

良い品を長く使う、食べ残しを出さない

などライフスタイル全般にわたる取組み

が必要。 

 

リユース 

一旦使用された製品や部品、容器等を再

使用すること。具体的には、①あるユーザ

ーから回収された使用済み機器等をその

まま、若しくは修理などを施した上で再び

別のユーザーが利用する「製品リユース」、

②製品を提供するための容器等を繰り返

し使用する「リターナブル」、③ユーザー

から回収された機器などから再使用可能

な部品を選別し、そのまま、若しくは修理

等を施した上で再度使用する「部品リユー

ス」などがある。 

 

ＳＦ６ 

六ふっ化硫黄。電気絶縁体等として使用

される。強力な温室効果ガス（温暖化係数

22,800）であり、京都議定書において排出

削減の対象となっている。 
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３ 県民・事業者の意識調査結果（アンケート調査結果） 

 
 

「香川県地球温暖化対策推進計画」の策定にあたり、県民・事業者の地球温暖化に関する意

識や意見等、計画策定に必要な情報を把握するためアンケート調査を実施しました。 

 

３－１ 県民アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 回答者属性 

ア 性別                  エ お住まい 

 

 

 

イ 年齢 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 住居形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査地域

調査対象者

標本数（回収数）

抽出法

調査期間

調査方法

令和元年9月3日～令和元年9月6日

Webアンケート

香川県全域

県内在住者

1,066票

ランダム抽出

回答数 全体

高松市 470 44.1%

丸亀市 112 10.5%

坂出市 57 5.3%

善通寺市 35 3.3%

観音寺市 71 6.7%

さぬき市 38 3.6%

東かがわ市 30 2.8%

三豊市 64 6.0%

土庄町 17 1.6%

小豆島町 17 1.6%

三木町 34 3.2%

直島町 7 0.7%

宇多津町 14 1.3%

綾川町 25 2.3%

琴平町 12 1.1%

多度津町 18 1.7%

まんのう町 15 1.4%

無回答 30 2.8%

全体 1,066 100.0%

回答数 割合

一戸建(持ち家) 685 64.3%

マンション（分譲）(持ち家) 77 7.2%

一戸建(賃貸) 38 3.6%

マンション（アパート・公営を含む）(賃貸) 204 19.1%

社宅・寮 39 3.7%

その他 23 2.2%

全体 1,066 100.0%

回答数 男性 女性

全体 1,066 50.0% 50.0%

回答数 割合

20歳代 109 10.2%

30歳代 256 24.0%

40歳代 256 24.0%

50歳代 257 24.1%

60歳以上 188 17.6%

全体 1,066 100.0%
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（２）地球温暖化に関する問題について 

ア 地球温暖化についての認知度 

地球温暖化に関する下記の二つの問題について、「知っていた」が問①では15.2％、

問②では16.1％となっており、知らない人が多くなっています。 

① 国の地球温暖化対策計画(2016年)の中で、2030年までに温室効果ガス排出量を

26％削減するという目標を実現するためには、各家庭で、電気・ガス・灯油な

どの使用量を約14％削減する必要があることを知っていたか 

② 厳しい地球温暖化対策をとらなかった場合、21世紀末頃に、香川県内の年平均

気温が最大で約4℃上昇することを知っていたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地球温暖化対策と普段の生活について 

地球温暖化を防止するための対策と生活内容の関係について、「どちらかというと地

球温暖化防止対策を優先したほうがよい」が45.6％で半数近くを占め、「どちらかとい

うと現在の快適な生活を優先したほうがよい」の8.3％を大きく上回りました。「多少不

便になっても、地球温暖化防止のために積極的に対策を行うべきだ」も28.7％で、地球

温暖化防止対策を優先したほうがよいと考える人が多くなっています。 
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ウ 地球温暖化対策に向けて、国や県などの行政へ期待すること 

国や県などの行政へ期待することは、「省エネ設備導入への金銭的な助成」が40.7％

で最も多くなっており、次いで「環境に関する規制の強化」が40.0％となっています。 
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（３）地球温暖化防止への日々の取組み 

ア 日常生活の中でどれくらい実施しているか 

いつも実施されている割合が高いものは「不要な照明は消す」が39.8％、「風呂の残

り湯の使用や水道の蛇口をこまめに閉めるなど節水を心がける」が26.5％となっていま

す。 

一方で、全く実施していないと回答された割合の高い取組みとして、「どんぐり銀行

活動など森づくりに参加する」が71.7％、「環境教育・環境学習に参加する」が65.5％

となっています。 
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イ アのうち、取り組んでいない理由 

地球温暖化対策の日々の取組みのうち、実際に取り組んでいない対策について、その

理由としては、「日常生活の中で常に意識して行動するのが難しいため」が37.5％で最

も多くなっており、次いで「どのように取り組めばよいか情報が不足しているため」が

32.2％となっています。 
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ウ 省エネルギー機器や再生可能エネルギー関連機器等の導入予定 

現在利用している割合が高いものは「ＬＥＤ照明への買換え」が50.8％、「省エネ家

電の購入（テレビ、冷蔵庫、エアコン等）」が33.0％、「高効率給湯機の導入」が26.5％

となっています。 

一方で、導入するつもりはないと回答された機器等として、「ＨＥＭＳ（ホームエネ

ルギーマネジメントシステム）の導入」が48.3％、「家庭用燃料電池の導入」が46.2％

となっています。 
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（４）地球温暖化に関するキーワードの認知度 

地球温暖化に関するキーワードについて、「よく知っていた」、「聞いたことがあり、内

容についてある程度知っていた」が最も高かったものは「パリ協定」で 31.8％となってい

ます。 
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 （５）地球温暖化による影響について 

   ア 地球温暖化の影響のうち、不安に感じるもの 

     地球温暖化の影響のうち、不安に感じるものとして最も多かったのは「豪雨による洪 

水、土砂災害等の増加」で 73.6％、次いで「農作物の収穫量や品質の低下」が 60.3％ 

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 「適応策」を重点的に進めていくべきと考える分野（3 分野まで選択） 

   重点的に進めていくべきと考える分野として、最も多かったのは「自然災害・沿岸域 

（洪水、土砂災害への対策など）」で 58.0％、次いで「水環境・水資源（渇水対策やダム 

湖等の水質保全など）」が 48.6％となっています。 
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３－２ 事業所アンケート 

 

調査地域 香川県全域 

調査対象者 県内の事業者 

標本数 182票（回収数114票） 

抽出法 

「温室効果ガス策定・報告・公表制度開示データ」（環境省）における特

定事業所及び特定事業所をもたない特定事業所排出者・特定輸送排出者

（香川県に本社がある） 

調査期間 令和元年9月4日（水）～9月24日（火） 

調査方法 郵送調査 

 

（１）回答者属性 

ア 建築物の築年数            イ－１ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ－２ 製造業の場合の分類 
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（２）地球温暖化対策について 

ア 日々の省エネルギー対策等の取組みについて 

既に実施している割合が高いものは「冷暖房を適正温度に設定する」が94.7％、「昼

休みに必要のない照明を消す」が92.1％、「使用していない端末の電源をＯＦＦにする」

が88.6％となっています。 

一方で、実施する予定なしと回答された割合の高い取組みとして、「環境保全活動の

広報啓発等によりＥＳＧ投資を呼び込む」が43.9％、「自動車輸送からＣＯ２排出量の少

ない鉄道による輸送への転換を促進する」が36.0％、「地球温暖化問題に関するセミナ

ーや研修を行う」が35.1％となっています。 
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イ 新エネルギー、燃料転換等の導入について 

既に導入済の割合が高いものは「太陽光発電システムの導入」が28.1％、「未利用エ

ネルギーの利用（工場排熱）」及び「灯油・重油から都市ガスへの変更」が18.4％となっ

ています。 

一方で、導入する予定なしと回答された割合の高い取組みとして、「太陽熱利用シス

テムの導入」が79.8％、「蓄電システムの導入」が78.1％となっています。 
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ウ 高効率機器等の導入について 

既に導入済の割合が高いものは「高効率照明（ＬＥＤ等）の導入」が81.6％、「高効率

な業務用空調機の導入」が62.3％、「高効率モータの導入」が50.0％となっています。 

一方で、導入する予定なしと回答された割合の高い取組みとして「燃料電池自動車（Ｆ

ＣＶ）が70.2％、「ＺＥＢ等への建替え、改修」が67.5％、「ＥＳＣＯ事業の導入」が66.7％ 

となっています。 
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エ 環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の導入状況について 

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の導入について、「ＩＳＯ１４００１の認証を

取得している」が47.4％で最も多くなっており、次いで「ＥＭＳの導入は考えていない」

が25.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 地球温暖化対策に関する取組みの障害について 

事業所で地球温暖化防止に関する取組みを実施するにあたって、障害となっている事

項については、「設備投資に伴う、資金面で問題がある」が 66.7％で最も多くなってお

り、次いで「省エネや設備に関する専門的な知識を持つ人材が不足している」が 32.5％

となっています。 
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（３）地球温暖化対策に関する目標について 

 

地球温暖化対策に関する目標や

方針をすでに設定している事業所

は61.4％であり、「検討中である」

と回答があったのは、13.2％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地球温暖化対策に取り組む理由について 

    地球温暖化対策に取り組む理由として、「コスト削減のため（省エネルギー対策」が 

78.1％で最も多くなっており、次いで「地球温暖化対策の重要性を認識し、大規模事業所 

としての社会的責任を果たすため」が 71.1％、「法令や条例に対応するため」が 66.7％ 

となっています。 
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（５）地温暖化対策、省エネ等を進めていく上でどのような県の支援策を希望するか 

温暖化対策、省エネ等を進めていく上で、どのような県の支援策を希望するかについて

は、「省エネ、再エネ機器導入等への支援（補助制度、融資制度）」が 63.2％で最も多くな

っており、次いで「省エネルギー、新エネルギー（再生可能エネルギーを含む。）等の対

策技術に関する情報提供」が 58.8％となっています。 
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（６）地球温暖化対策に関する最近のキーワードについて 

温暖化対策に関する最近のキーワードのうち、「よく知っていた」、「ある程度知ってい

た」が最も高かったものは「パリ協定」で77.1％となっています。 
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（７）適応策について 

ア 気候変動の影響について 

事業活動における気候変動の影響について、大きな影響を受けると回答されたものは、

「製造・活動（気象災害等による製造設備の損傷や事業活動の中断）」と「供給・物流

（原材料の収量や品質の低下、原材料等のコスト増）」が、ともに42.1％で最も多く、

次いで「供給・物流（サプライヤーの被災などサプライチェーン断絶による事業活動の

中断）」が39.5％となっています。 

 

 

 

 

 

  



参考資料 
 
 

- 87 - 

 

イ 気候変動影響への取組み（適応策）について 

適応策の取組みについて、実施している割合が高いものは「従業員の健康管理」が 

51.8％、「空調施設の整備」が 45.6％、「節水」が 43.0％となっています。 

一方で、実施していないと回答された割合が高かったものは「事業所の移転」が 52.6％、 

「代替水源の開発」が 50.0％、「生産設備の移転」が 49.1％となっています。 
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４ 温室効果ガス排出量の推計方法 

 

部  門  等 推 計 方 法 

二酸化炭素 

(ＣＯ２) 

エネルギー起源 

ＣＯ２ 

産業部門 

電力 
都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）、

電力調査統計、電力取引報により推計 

都市ガス 
都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）に

より推計 

上記以外の 

燃料 

都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）に

より推計 

業務部門 

電力 
都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）、

電力調査統計、電力取引報により推計 

都市ガス 香川県統計年鑑（香川県統計調査課）により推計 

ＬＰＧ 
都道府県別LPガス販売量（日本LPガス協会）等に

より推計 

熱、石油等 
都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）に

より推計 

家庭部門 

電力 
都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）、

電力調査統計、電力取引報により推計 

都市ガス 香川県統計年鑑（香川県統計調査課）により推計 

ＬＰＧ 
都道府県別LPガス販売量（日本LPガス協会）等に

より推計 

灯油 家計調査年報（総務省）等により推計 

運輸部門 

自動車 自動車燃料消費量調査（国土交通省）により推計 

鉄道 生活環境保全条例の報告値 

船舶 
総合エネルギー統計（経済産業省）、港湾統計年

報（国土交通省）により推計 

航空 空港管理状況調書（国土交通省）により推計 

エネルギー 

転換部門 

電気事業者 生活環境保全条例の報告値 

ガス事業者 
県内での自家消費分（ガス事業者ヒアリング）に

より推計 

非エネルギー起

源ＣＯ２ 

工業プロセス部門 生活環境保全条例の報告値 

廃棄物部門 

一般廃棄物 
一般廃棄物処理実態調査結果（環境省）等により

推計 

産業廃棄物 
産業廃棄物の排出・処理状況（香川県廃棄物対策

課）等により推計 

メタン 

(ＣＨ４) 

家畜の飼養、排泄物の処理 飼育頭数（香川の畜産等）により推計 

農業（水田） 
作付面積（香川県農林水産統計年報等）により推

計 

廃棄物の焼却 

一般廃棄物処理実態調査結果（香川県廃棄物対策

課）、産業廃棄物の排出・処理状況（香川県廃棄

物対策課）より推計 

上記以外 全国の排出量（環境省）等により推計 
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部  門  等 推 計 方 法 

一酸化二窒素 

(Ｎ２Ｏ) 

家畜の排泄物の処理 飼育頭数（香川の畜産等）により推計 

廃棄物の焼却 

一般廃棄物処理実態調査結果（香川県廃棄物対策

課）、産業廃棄物の排出・処理状況（香川県廃棄

物対策課）より推計 

上記以外 全国の排出量（環境省）等により推計 

代替フロン等 

４ガス 
4 ガス全体 全国の排出量（環境省）等により推計 
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５ 本県における地球温暖化の影響 

 

国が気候変動適応法に基づき令和 2 年 12 月にとりまとめた「気候変動影響評価報告書」で

は、7 分野 71 項目を対象として、影響の程度、可能性等（重大性）、影響の発言時期や適応の

着手・重要な意思決定が必要な時期（緊急性）、情報の確からしさ（確信度）の 3つの観点から

評価しています。 

本県の地域特性を考慮して地球温暖化への適応を進めていくに当たって、地球温暖化が本県

にどのような影響を与えるのかを把握する必要があることから、国の気候変動影響評価報告書

の分類体系に沿って、本県における地球温暖化の影響を表(参考)5-1 のとおり整理しました。 

そのうち、本県において既に影響が確認されている、若しくは、将来影響が想定されてお

り、重要と考えられる 7分野 32 項目を抽出しました。 

 

表(参考)5-1 香川県における地球温暖化の影響 

【重大性】 ●：特に重大な影響が認められる    ◆：影響が認められる    ―：現状では評価できない 

【緊急性】 ●：高い   ▲：中程度   ■：低い   ―：現状では評価できない 

【確信度】 ●：高い   ▲：中程度   ■：低い   ―：現状では評価できない 

【影響の有無】 ◯ ： 香川県内で影響が確認されている 

△ ： 香川県においても将来影響が想定されている 

         ― ： 香川県内で影響は確認されていない 

 

分 野 大項目 小 項 目 

国の評価 香川県 
抽出 

項目 
重大性 

(RCP2.6/8.5) 
緊急性 確信度 

影響の 
有無 

農業・ 
林業・ 
水産業 

農業 

水稲 ●/● ● ● ◯ ◎ 

野菜等 ◆ ● ▲ ◯ ◎ 

果樹 ●/● ● ● ◯ ◎ 

麦、大豆、飼料作物等 ● ▲ ▲ ◯ ◎ 

畜産 ● ● ▲ ◯ ◎ 

病害虫・雑草等 ● ● ● ◯ ◎ 

農業生産基盤 ● ● ● ◯ ◎ 

食料需給 ◆ ▲ ● ―  

林業 
木材生産（人工林等） ● ● ▲ △ ◎ 

特用林産物（きのこ類等） ● ● ▲ △ ◎ 

水産業 

回遊性魚介類 ● ● ▲ 
◯ ◎ 

増養殖等 ● ● ■ 

沿岸域・内水面漁場環境等 ●/● ● ▲ ―  

水環境・ 
水資源 

水環境 

湖沼・ダム湖 ●/◆ ▲ ▲ △ ◎ 

河川 ◆ ▲ ■ ◯ ◎ 

沿岸域及び閉鎖性海域 ◆ ▲ ▲ ◯ ◎ 

水資源 

水供給（地表水） ●/● ● ● ◯ ◎ 

水供給（地下水） ● ▲ ■ △ ◎ 

水需要 ◆ ▲ ▲ ―  

自然生態系 陸域生態系 

高山帯・亜高山帯 ● ● ▲ ―  

自然林・二次林 ●/◆ ● ● ―  

里地・里山生態系 ◆ ● ■ △ ◎ 

人工林 ● ● ▲ ◯ ◎ 
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分 野 大項目 小 項 目 

国の評価 香川県 
抽出 

項目 
重大性 

(RCP2.6/8.5) 
緊急性 確信度 

影響の 
有無 

野生鳥獣による影響 ● ● ■ ◯ ◎ 

物質収支 ● ▲ ▲ ―  

淡水生態系 

湖沼 ● ▲ ■ ―  

河川 ● ▲ ■ ―  

湿原 ● ▲ ■ ―  

沿岸生態系 
亜熱帯 ●/● ● ● ―  

温帯・亜寒帯 ● ● ▲ ―  

海洋生態系 ● ▲ ■ ―  

その他 

生物季節 ◆ ● ● ―  

分布・個体群の変動（在来生物） ● ● ● 
△ ◎ 

分布・個体群の変動（外来生物） ● ● ▲ 

生態系サービス ● ― ― ―  

自然災害・ 
沿岸域 

河川 
洪水 ●/● ● ● 

◯ ◎ 
内水 ● ● ● 

沿岸 

海面上昇 ● ▲ ● ◯ ◎ 

高潮・高波 ● ● ● △ ◎ 

海岸侵食 ●/● ▲ ● △ ◎ 

山地 土石流・地すべり等 ● ● ● ◯ ◎ 

その他 強風等 ● ● ▲ ―  

複合的な災害影響      

健康 

冬季の温暖化 冬季死亡率等 ◆ ▲ ▲ ―  

暑熱 
死亡リスク等 ● ● ● 

◯ ◎ 
熱中症等 ● ● ● 

感染症 

水系・食品媒介性感染症 ◆ ▲ ▲ 
△ ◎ 

節足動物媒介感染症 ● ● ▲ 

その他の感染症 ◆ ■ ■ ―  

その他 

温暖化と大気汚染の複合影響 ◆ ▲ ▲ ◯ ◎ 

脆弱集団が高い集団への影響 ● ● ▲ ―  

その他の健康影響 ◆ ▲ ▲ ―  

産業・ 
経済活動 

製造業  ◆ ■ ■ 

◯ ◎ 

エネルギー エネルギー需給 ◆ ■ ▲ 

商業  ◆ ■ ■ 

金融・保険  ● ▲ ▲ 

観光業 レジャー ◆ ▲ ● 

建設業  ● ● ■ 

医療  ◆ ▲ ■ 

その他 
海外影響 ◆ ■ ▲ 

その他 ― ― ■ 

県民生活・ 
都市生活 

都市ｲﾝﾌﾗ等 水道、交通等 ● ● ● ◯ ◎ 

文化・歴史など

を感じる暮らし 

生物季節 ◆ ● ● 
◯ ◎ 

伝統行事・地場産業等 ― ● ▲ 

その他 暑熱による生活への影響等 ● ● ● ◯ ◎ 

分野間の影
響の連鎖 

インフラ・ライフラインの途絶に伴う影響      
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６ 地球温暖化に関する国際・国内の動向 

  

年 国  際 国  内 

1993 

(平成5) 
 

 3月 

 

11月 

エネルギーの使用の合理化に関する法

律（省エネルギー法）の改正 

環境基本法の制定 

1994 

(平成6) 

3月 気候変動に関する国際連合枠

組条約の発効 

12月 第1次環境基本計画の策定 

1997 

(平成9) 

12月 ＣＯＰ3開催（京都） 

京都議定書の採択 

4月 

 

12月 

新エネルギー利用等の促進に関する特

別措置法（新エネルギー法）の制定 

地球温暖化対策推進本部の設置 

1998 

(平成

10) 

11月 ＣＯＰ4開催（ブエノスアイレ

ス） 

6月 

 

 

10月 

省エネルギー法の改正 

地球温暖化対策推進大綱（旧大綱）の策

定 

地球温暖化対策の推進に関する法律

（温対法）の制定 

1999 

(平成

11) 

10月 ＣＯＰ5開催（ボン） 4月 地球温暖化対策の推進に関する基本方

針の閣議決定 

2000 

(平成

12) 

11月 ＣＯＰ6開催（ハーグ） 12月 第2次環境基本計画の策定 

2002 

(平成

14) 

10月 ＣＯＰ8開催（デリー） 3月 

5月 

6月 

 

12月 

新しい地球温暖化対策推進大綱の策定 

温対法の改正 

エネルギー政策基本法の制定 

京都議定書の締結 

省エネルギー法の改正 

2003 

(平成

15) 

12月 ＣＯＰ9開催（ミラノ） 10月 エネルギー基本計画の閣議決定 

2005 

(平成

17) 

2月 

11月 

京都議定書の発効 

ＣＯＰ11開催（モントリオー

ル） 

4月 

 

 

6月 

6月 

京都議定書目標達成計画の閣議決定 

国民運動「チーム・マイナス6％」の発

足 

温対法の改正 

省エネルギー法の改正 

2007 

(平成

19) 

11月 

 

12月 

 

ＩＰＣＣ第4次評価報告書（統

合報告書）の採択 

ＣＯＰ13開催（バリ） 

バリ・ロードマップの採択 

3月 

 

5月 

エネルギー基本計画第1次改定（第2次

計画）の閣議決定 

国が「美しい星50（クールアース50）」

を発表 

2008 

(平成

20) 

1月 

7月 

 

京都議定書の第一約束期間

（2008年～2012）開始（日本 

は4月から） 

第34回主要国首脳会議（Ｇ8洞

爺湖サミット）開催 

1月 国が「クールアース推進構想」を発表 

3月 

5月 

6月 

京都議定書目標達成計画の全部改定 

省エネルギー法の改正 

国が「「低炭素社会・日本」を 

めざして」（福田ビジョン）を公表 
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年 国  際 国  内 

12月 ＣＯＰ14開催（ポズナン） 6月 温対法の改正 

7月 低炭素社会づくり行動計画の策定 

2009 

(平成

21) 

12月 

 

ＣＯＰ15開催（コペンハーゲ

ン） 

コペンハーゲン合意の採択 

6月 国が、温室効果ガス排出削減の中期目

標を発表（2020年までに1990年比▲

8％、2005年比であれば▲15％） 

   9月 

 

 

11月 

国が、国連の気候変動サミットにおけ

る演説において「2020年までに1990年

比25％削減」を発表 

新成長戦略（基本方針）の閣議決定（グ

リーン・イノベーションによる環境・エ

ネルギー大国戦略が掲げられる） 

2010 

(平成

22) 

11月 

12月 

ＣＯＰ16開催（カンクン） 

カンクン合意の採択 

1月 

 

 

 

 

3月 

 

 

6月 

コペンハーゲン合意に賛同する意思を

書面で気候変動枠組条約事務局（以下

「条約事務局」）に対して提出するとと

もに、同合意に従い、日本の排出削減目

標を提出 

地球温暖化対策基本法案の閣議決定、

通常国会に上程（法案成立に至らず廃

案） 

エネルギー基本計画第2次改定（第3次

計画）の閣議決定 

2011 

(平成

23) 

11月 ＣＯＰ17開催（ダーバン） 3月 

 

8月 

東日本大震災、福島第一原子力発電所

事故 

電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法（再生

可能エネルギー措置法）の制定 

2012 

(平成

24) 

11月 ＣＯＰ18開催（ドーハ） 4月 

 

 

7月 

 

9月 

第4次環境基本計画の策定、長期的な目

標として2050年までに80％の温室効果

ガスの排出削減を目指す旨を明記 

再生可能エネルギー特別措置法に基づ

く固定価格買取制度の開始 

革新的エネルギー・環境戦略の策定 

（エネルギー・環境会議決定） 

都市の低炭素化の促進に関する法律

（エコまち法）の制定 

2013 

(平成

25) 

11月 ＣＯＰ19開催（ワルシャワ） 3月 

 

5月 

5月 

11月 

「当面の地球温暖化対策に関する方

針」の決定（地球温暖化対策推進本部） 

温対法の改正 

省エネルギー法の改正 

2020年度の温室効果ガス削減目標

（2005年度比▲3.8％）を条約事務局に

提出 

2014 

(平成

26) 

11月 

 

12月 

ＩＰＣＣ第5次評価報告書（統

合報告書）の採択 

ＣＯＰ20開催（リマ） 

4月 

 

7月 

エネルギー基本計画第3次改定（第4次

計画）の閣議決定 

京都議定書の目標（基準年比▲6％）の
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年 国  際 国  内 

達成を発表（地球温暖化対策推進本部） 

2015 

(平成

27) 

11月 

12月 

ＣＯＰ21開催（パリ） 

パリ協定の採択 

7月 2030年度の温室効果ガス削減目標

（2013年度比▲26.0％（2005年度比▲

25.4％））を条約事務局に提出  

2016 

（平成

28） 

11月 

 

ＣＯＰ22開催（マラケシュ） 

 

5月 

 

 

地球温暖化対策計画閣議決定 

 

2017 

（平成

29） 

11月 

 

ＣＯＰ23開催（ボン） 

 

  

2018 

（平成

30） 

12月 

 

ＣＯＰ24開催（カトヴィツェ） 

 

6月 

11月 

12月 

気候変動適応法制定 

気候変動適応計画閣議決定 

気候変動適応法施行 

2019 

（平成

31・令

和元） 

12月 ＣＯＰ25開催（マドリード） 

 

6月 パリ協定に基づく成長戦略としての長

期戦略策定 

2020 

（令和

2） 

  

 

 

10月 国が、第203回国会の所信表明演説にお

いて、2050年カーボンニュートラルを

宣言 

2021 

（令和

3） 

4 月 

 

気候サミット開催 4月 

 

 

6月 

気候サミットにて、2030年度において、

温室効果ガスを2013年度から46％削減

することを表明 

温対法改正 

地域脱炭素ロードマップ策定 
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